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お問い合わせ

大分県信用保証協会の現況

おかげさまで創立 70周年を迎えました
　当協会は、平成31年４月26日創立70周年を迎えました。
　これもひとえに、県内の中小企業・小規模事業者の皆さまをはじめ、金融機関、商工
団体、行政機関等関係機関各位の深いご理解とご支援の賜物と感謝申し上げます。
　これからも、地域に根差す公的保証機関として、経営努力を続ける中小企業・小規模
事業者の皆さまに寄り添いながら積極的に支援を行い、地域経済の発展に寄与し地方創
生に貢献できる存在となるよう、役職員一丸となって尽力してまいります。
　今後とも格別のご支援とご協力を賜りますよう、心よりお願い申し上げます。
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ごあいさつ

関係各機関の皆様におかれましては、平素より当協会の業務運営に格別のご支援、
ご協力を賜り、厚く感謝申し上げます。
本年度も皆様に当協会をより一層ご理解いただくために、ディスクロージャー誌
「令和元年度版大分県信用保証協会の現況」を作成いたしました。本誌は、当協会の
概要、信用保証制度のしくみや内容、平成３０年度の業務実績と外部評価委員会意見書
などを掲載しております。本誌を通じて、さらに多くの皆様に、信用保証制度を有効
にご活用いただけるようになれば幸いです。

平成３０年度の我が国経済は、長年にわたる緩やかな回復基調の認識は維持されたも
のの、米中の貿易摩擦による輸出・生産への影響を踏まえ、総括判断が下方修正され
るなどの動きも出てきました。人手不足の深刻化は、地方の中小企業・小規模事業者
にまで及ぶようになり、事業承継が大きな課題となっています。

信用保証制度は、一昨年の大幅な制度改正を受け、昨年４月１日が新たなスタート
の日となりました。
当協会では、平成３０年度～令和２年度までの中期事業計画を策定するとともに、危

機関連保証の創設や創業・小規模保証の枠の拡大、金融機関との連携強化と見える化
の推進、経営支援の一層の強化などに取り組んだところです。

中小企業金融の円滑化を図るため、借換保証による返済負担の軽減、利便性の高い
継続型短期保証等を利用し効率的な資金繰り支援、喫緊の課題である事業承継のため
の制度構築などを行いました。経営支援については、国の制度に加え、当協会独自の
制度により、経営改善計画の策定を進めるとともに、専門家派遣やサポートミーティ
ングの開催に努めました。また、本県で平成３０年７月に西日本豪雨が発生し、県や金
融機関と連携し、迅速な災害特別融資の対応をしました。

これからも、中小企業・小規模事業者のライフステージにおける多様な資金需要に
きめ細かく対応し、良きパ－トナーとして「信頼される保証協会、顔の見える保証協
会」を目指し、役職員一同全力で取り組んでまいりますので、皆様の一層のご支援、
ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

令和元年８月

大分県信用保証協会

会長 日髙 雅近
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私たち　大分県信用保証協会　は

より良いサービスと、各種保証を通じて

中小企業と地域社会のさらなる発展に貢献いたします

私たち　大分県信用保証協会　は

より良いサービスと、各種保証を通じて

中小企業と地域社会のさらなる発展に貢献いたします

もっと企業のために、よりよい未来社会のためにもっと企業のために、よりよい未来社会のために

大分の「Ｏ」と信用の「Ｓ」の頭文字でデザインしています。
「Ｓ」は、鳥の飛翔をイメージ。「Ｓ」の頭文字を３つの羽とみなし、中小企業・金融機関・大分

県信用保証協会の三者の協調と信頼関係を表しています。
シンボルカラーも青一色とし、未来へのチャレンジと飛躍をイメージしています。

大分県信用保証協会の概要

○プロフィール
設 立 昭和２４年４月２６日

根 拠 法 律 信用保証協会法（昭和２８年８月１０日 法律第１９６号）

関 係 法 律 中小企業信用保険法（昭和２５年１２月１４日 法律第２６４号）

目 的 中小企業者等のために信用保証の業務を行い、もってこれらの者に対

する金融の円滑化を図ることを目的とする。（大分県信用保証協会定款第１条）

基 本 財 産 １５７億４３百万円

保証債務残高 １，３６３億１２百万円

利用企業者数 １０，４９０企業

役 職 員 数 常 勤 役 員 ４名

非常勤役員 １１名

職 員 ５０名

事 務 所 大分市金池町３丁目１番６４号（大分県中小企業会館内）

大分市金池町３丁目１番６８号（大分県信用保証協会別館）

（平成３１年３月３１日現在）

○基本理念

○スローガン

○シンボルマーク
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中小企業者 金融機関

信用保証協会（全国51協会）

信用保証協会 日本政策金融公庫

信用保証制度の当事者は、基本的には中小企業者、金融機関、信用保証協会の三者です。

信用保険制度の当事者は、日本政策金融公庫と信用保証協会の二者です。
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信用保証のしくみ
信用保証制度（図１）
中小企業者が金融機関から事業資金を借り入れる際、
信用保証協会が公的な保証人となることにより資金調達
を容易にし、中小企業金融の円滑化を図ることを目的と
しています。
①中小企業者は、信用保証協会に保証申込をします。
（金融機関を経由していただくのが一般的ですが、
商工団体及び信用保証協会に直接お申込みいただく
方法もあります。）
②信用保証協会は、申込のあった中小企業者の信用調
査・審査を行います。
③保証の承諾を決定した場合は、金融機関に対して信
用保証書を発行します。
④金融機関は信用保証書に基づいて中小企業者に融資
を行います。
⑤中小企業者は、融資条件に従って金融機関に借入金
を返済します。
⑥中小企業者が何らかの事情で借入金の返済ができな
くなった場合、金融機関は、信用保証協会に対して
代位弁済の請求を行います。
⑦信用保証協会は、この請求に基づいて中小企業者に
代わって借入金の残額を金融機関に返済（代位弁済）
します。
⑧代位弁済を行うことにより、金融機関が有していた
債権が信用保証協会に移転し、信用保証協会が求償
権を取得し、債権者となります。
⑨中小企業者及びその保証人には、信用保証協会に対
して求償債務の返済をしていただきます。

信用保険制度（図２）
信用保証業務に伴うリスクを、信用保険によってカ
バーし、信用保証制度の機能が十分に発揮できるように
することを目的としています。
①日本政策金融公庫と信用保証協会は、信用保険契約
を締結し、この契約に基づき日本政策金融公庫は信
用保証協会の保証に対して保険を引き受けます。
②信用保証協会は、日本政策金融公庫に信用保険料を
支払います。
③信用保証協会が金融機関に代位弁済をしたときは、
日本政策金融公庫に保険金の請求を行います。
④信用保証協会は、信用保険の種類に応じて、代位弁
済した元本金額の７０％または８０％を保険金として日
本政策金融公庫から受領します。
⑤信用保証協会は、代位弁済した中小企業者からの回
収金の一部を、保険金の受領割合に応じて保険納付
金として日本政策金融公庫に納付します。

信用補完制度（図３）
信用保証協会の「信用保証制度」と日本政策金融公庫
の「信用保険制度」の２つの制度を総称して信用補完制
度といいます。
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コンプライアンス委員会

凡例
　　　　　 報告・連絡・相談
　　　　　 指示
　　　　　 調査・チェック

監　　　事 理　事　会

職　　員　　等

顧問弁護士

（分掌）
・コンプライアンス
・事件、事故
・災害
・苦情処理
・セクシュアルハラスメント等

コンプライアンス統括部署
監査室

コンプライアンス担当者
（各部コンプライアンス担当者）

具体的行動規範
１．法令・ルール等の遵守

２．誠実な職務の遂行

３．守秘義務の履行

４．職務上の地位と関係者との付き合い

５．コンプライアンス関連事項への対応

６．反社会的勢力（不当要求行為）との対決

７．外部からの苦情・トラブルへの対応

８．職場秩序の維持

９．違反行為の報告

10．懲罰

コンプライアンスについて
大分県信用保証協会は、公共的使命と社会的責任の重みを常に認識し、健全な業務運営を通じて揺る
ぎない信頼の確立を図るため、役職員一丸となってコンプライアンスの実践に、積極的に取り組んでい
ます。
当協会のコンプライアンスは、「法令等の遵守」と定義付け、①法律、命令 ②官公庁等から発せら
れた規則、通達等 ③倫理や道徳を含む社会規範 ④当協会の内部規程としており、「信用保証協会倫
理憲章」を基本方針とし、「具体的行動規範」に基づいて行動しています。

信用保証協会倫理憲章

１．信用保証協会の公共性と社会的責任の重みを常に認識し、健全な業務運営を通じて信頼の
確立を図る。

２．経営の効率化に努め、創意と工夫を活かした質の高い信用保証サービスの提供を通じて地域
経済の発展に貢献する。

３．あらゆる法令やルールを厳格に遵守し、社会的規範にもとることのない誠実かつ公正な事業
活動を遂行する。

４．市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは、断固として対決する。
５．広く住民とのコミュケーションを図りながら地域社会への貢献に努める。

コンプライアンス組織体制図

コンプライアンスを推進するため、コンプライアンス
委員会を設置し、統括部署を定め、コンプライアンスマ
ニュアルの整備や実践状況の把握に努めています。
また、各部署にコンプライアンス担当者を配置し、違

反等のあった場合、外部相談窓口（顧問弁護士）に相談
できるような仕組みも整えています。
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個人情報保護について
個人情報保護宣言
大分県信用保証協会は信用保証協会法（昭和２８．８．１０法律第１９６号）に基づく法人であり、中小企業等の皆様が金融機

関から貸付等を受けるについて、貸付金等の債務を保証することを主たる業務としており、信用保証協会の制度の確立
をもって中小企業等の皆様に対する金融の円滑化を図ることを目的としております。
業務上、お客様の個人情報を取得・利用等をさせていただくことになりますが、お客様の個人情報の取扱いについて

以下の方針で取り組み、適正な個人情報の保護に努めてまいります。
１．個人情報に関する法令等の遵守

当協会は個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）などの法令及びガイドライン等を遵守して、お客
様の個人情報を取扱います。

２．個人情報の取得・利用・提供
①当協会では、信用保証業務の適切な運営の遂行のためにお客様の個人情報を適正に取得し、利用します。なお、利
用目的の詳細につきましては当協会ホームページ（又は備え付けのパンフレット）の「個人情報保護法に基づく公
表事項に関するご案内」の１．「当協会が取扱う個人情報の利用目的」に公表しておりますのでご覧ください。

②取得したお客様の個人情報は、法令等に定める一定の場合を除き、上記記載の利用目的以外には使用いたしません。
③取得したお客様の個人情報は、法令等に定める一定の場合を除き、お客様の同意を得ないで第三者には提供・開示
しません。

④お客様の本籍地等の業務上知り得た公表されていない情報を、適切な業務の運営の確保その他必要と認められる目
的以外の目的には使用いたしません。

３．個人データの適正管理
お客様の個人データについて、組織的・人的・技術的安全措置を継続的に見直し、お客様の個人データの取扱い

が適正に行われるように定期的に点検するとともに、個人情報保護への取り組みを見直します。
４．個人情報保護の維持・改善

当協会は、お客様の個人情報の取扱いが適正に行われるように定期的に点検するとともに、個人情報保護への取
り組みを見直します。

５．個人データの委託
①当協会は、個人情報保護法第２３条第５項第１号の規定に基づき個人データに関する取扱いを外部に委託する場合が
あります。

②委託する場合には適正な取扱いを確保するため契約の締結、実施状況の点検などを行います。
６．保有個人データの開示・利用目的の通知
①法令等に定める一定の場合を除き、お客様は、当協会が保有するお客様ご自身の個人データの開示及びその利用目
的の通知を求めることができます。

②ご請求の方法は当協会窓口に備置してある個人情報開示請求書に所定の事項を記載のうえ、ご本人確認書類を添付
して当協会窓口に持参（または郵送）ください。

７．保有個人データの訂正・削除、利用停止、第三者提供の停止
①当協会が保有する個人データに誤りがある場合は下記の窓口にご連絡ください。調査確認のうえ、法令等に定める
一定の場合を除き、訂正または削除いたします。

②お客様の個人情報を不適切に取得し、又は目的外に利用している場合には下記の窓口にご連絡ください。調査確認
のうえ、法令等に定める一定の場合を除き、保有個人データの利用停止いたします。

③お客様の個人情報を個人情報保護法第２３条に違反して第三者に提供している場合には、下記の窓口にご連絡くださ
い。調査確認のうえ、法令等に定める一定の場合を除き、保有個人データの第三者提供を停止いたします。

④上記６．７．の具体的な手続につきましては当協会ホームページ（又は備え付けのパンフレット）の「個人情報保護
法に基づく公表事項等に関するご案内」の８．（３）「開示等の請求等に応じる手続等に関する事項」をご覧下さい。

８．質問・苦情について
当協会は、お客様からの個人情報に関する質問・苦情について適切かつ迅速に取り組みます。

９．開示・利用目的の通知・訂正・利用停止・第三者提供の停止・安全管理措置・相談・質問・苦情窓口
当協会における個人情報等に関する各種のお問い合わせの窓口は、以下のとおりです。

〒８７０―００２６ 大分県大分市金池町３丁目１番６４号
電話番号 （０９７）５３２－８３３６ 部署名 総務部 総務課



６

当協会の主な取り組み

平成３０年４月施行の「中小企業の経営の改善発達を促進するための中小企業信用保険法等の一部を改
正する法律」により信用保証協会法も一部改正され、信用保証協会の業務に、中小企業に対する経営支
援が追加されるとともに、業務の運営に当たっては信用保証協会と金融機関が連携する旨が規定されま
した。また、創業者や小規模企業に対する保証限度額が引き上げられるなどの制度改正も行われまし
た。

◆保証の取組み

〇金融機関と連携した資金繰り支援
金融機関訪問や勉強会を実施し、法改正の周知を図るとともに、金融機関と連携して資金繰り支援に
取り組みました。
当協会では法改正以前から事前協議や金融機関訪問を通じて金融機関との対話に努めており、協調融
資を行ってきた結果、平成３０年度における保証状況をみると、全国的に見ても高い水準でプロパー融資
と保証付き融資を組み合わせた支援が行われています。

〇創業者や小規模企業に対する支援
法改正を受けて、県の小口零細資金及び創業資金の保証限度額がそれぞれ引き上げられる等の制度改
正が行われました。こうした中で積極的な支援に取組んだ結果、創業者や小規模企業に対する保証承諾
は前年度に比べ増加しました。以前の限度額を上回る金額を利用する企業も増えてきています。
また、創業者については、創業後のフォローアップ、経営診断や指導を行うなどの支援も実施してい
ます。

〇「継続型短期保証５０００（略称：Tan５・５０００）」の創設
運転資金の一部について、定時償還を伴わない短期資金を最長で５年間継続してご利用いただくこと
ができ、資金繰りの改善を期待できる制度として創設しました。（申込期限：令和元年７月３１日）

【概 要】
資格要件：別に定める要件を全て満たし、今後も金融機関が支援

育成していきたい先で償還能力があると認められる方
保証限度：５，０００万円かつ直近決算における平均月商以内
保証期間：１年
貸付利率：金融機関所定または制度融資に定める利率
保証料率：金融機関所定または制度融資に定める料率
更新期限：令和６年７月３１日
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制度の運営 大分県信用保証協会

業務委託先 公益財団法人大分県産業創造機構

派遣する専門家 公益財団法人大分県産業創造機構に登録して
いる専門家

利用対象者 当協会を利用している中小企業者

派遣回数 原則３回（必要に応じて５回まで実施可能）

派遣時間 １回あたり３時間

費 用 無料（専門家への報酬、交通費等は当協会が
負担）

◆経営支援の取組み

〇専門家派遣事業
平成２３年５月から当協会独自の事業として専門家派遣事業を行っています。本事業は、当協会をご利
用いただいている中小企業の皆さまに、専門的な知識と経験を有する専門家を無料で派遣し、目標の実
現や経営上抱える各種課題の解決をお手伝いする事業です。平成３０年度は４０企業に対し派遣を実施しま
した。

【概 要】

〇サポートミーティング事業の実施
当協会では、経営支援や再生支援が必要な中小企業者に対し、中小企業者及び取引金融機関等が一堂
に会するサポートミーティング（個別企業支援会議）事業を実施し、関係者間における合意形成のお手
伝いをしています。
平成３０年度は９２先に対し延べ１６３回実施しました。
【目 的】
経営支援・再生支援が必要な大分県内の中小企業者に対し、サポートミーティングを開催すること
により、中小企業者及び取引金融機関等相互の連携を図り、迅速かつ効果的な支援を行うことを目的
とします。
【支援対象者】
原則、当協会の保証利用がある先で、既往借入金について返済緩和等の措置を受けているが、経営
改善に強い意志を持つ中小企業者。
【会議のメンバー】
１．中小企業者の代表者（又は役員）
２．中小企業者の取引金融機関担当者
３．当協会担当者
４．その他中小企業者が希望した方で取引金融機関及び当協会が認めた方
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〇「経営改善計画策定費用」に対する補助事業
当協会では、国が実施する「認定支援機関による経営改善計画
策定事業」（事業者に対する計画策定費用等の一部補助）に係る
取り組みとして、事業者の自己負担部分の一部に対する補助事業
を行っています。
平成３０年度は１１件に対し総額１，２７０千円の補助を行いました。
【概 要】
次のすべての要件を満たす中小企業者の計画策定費用につい
て、事業者の自己負担部分（計画策定費用の１／３）のうち、
１企業あたり１５万円を上限として、その半分を補助します。
（ただし、モニタリング費用を除きます。）
【要 件】
①「認定支援機関による経営改善計画策定支援事業」の利用申
請を行い、大分県経営改善支援センターから受理の通知を受
けていること。
②サポートミーティングを活用すること。
③当協会の保証利用があること。

◆他機関との連携

〇市町村との「中小企業支援連携会議」の開催
平成３０年６月に県内市町村の商工主管課担当者の皆さまに
ご参加いただき開催しました。
当会議は地方創生等への貢献に向けた取組みの推進を目的
に市町村との連携強化により地域の中小企業・小規模事業者
の支援に取り組むものです。
今後も、各市町村と意見・情報交換を行いながら事業承継
等中小企業・小規模事業者の課題解決や支援に取り組んでま
いります。

〇TKC九州会と「中小企業・小規模事業の持続的成長支援に関する覚書」を締結
当協会は、大分県内の中小企業・小規模事業者の持続的成
長に貢献することによって、地域社会の発展に寄与すること
を目的とし、TKC九州会と覚書を締結しました。
今後は、双方が協力し関係先企業に対して「コンサルティ
ング機能の強化」「モニタリング支援」などにより一層取り
組んでまいります。
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ホームページの活用

保証月報と機関誌｢RELATION｣の発行

沈堕の滝（豊後大野市）

【編  集】 大分県信用保証協会 総務部企画情報課　【発  行】 大分県信用保証協会

・経営支援のご案内
・第２９回金融機関優良店舗感謝状贈呈式を開催しました
・おじゃまします～豊和銀行三重支店
・企業紹介～有限会社大分プラスチック工業所
・第５次中期事業計画（平成30～32年度）
・平成３０年度経営計画
・市町村との「中小企業支援連携会議」を開催しました

Contents

No.45　夏号

〒870-0026　大分市金池町3丁目1番64号（大分県中小企業会館内） http://www.oita-cgc.or.jp/ホームページ

OITA GUARANTEE Season Report  2018
【編  集】 大分県信用保証協会 総務部企画情報課　【発  行】 大分県信用保証協会

夏号

毎月１回、当協会の保証状況をわかりやすくま
とめた「保証月報」を発行しています。
また機関誌「RELATION」では、県内中小企業

者や金融機関のご紹介をはじめ、各種保証制度の
ご利用方法や改正点などの情報を提供していま
す。

リーフレットの作成

広報活動
当協会では、信用保証協会への理解を深めていただくために、様々な広報活動を行っています。今後
も「顔の見える協会」を目指し、広報の充実に力を注いでまいります。

信用保証協会に関する基本事項のほか、
各種保証制度のご紹介やご利用方法など、
最新情報を幅広く掲載しています。

ホームページアドレス
http://www.oita-cgc.or.jp

「信用保証のご案内」など、各種リーフレットを作成し、制度の理解促進に努めています。
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ノベルティグッズ作成

外部機関等の広報誌への広告掲載

出前講座の実施

カレンダー メモ帳 ボールペン

当協会についてより多くの方に知っていただくた
め、外部機関の広報誌に「信用保証」「経営支援」
に関する情報やお知らせを掲載しています。これか
らも地域に密着した自治体等の広報誌への情報発信
を行います。

〔掲載先〕
左：「創造おおいた」公益財団法人大分県産業創造機構
右：「COMPASS」大分県中小企業団体中央会

当協会の認知度向上の一環としてノベルティグッズを作成、配布しています。

業界団体や金融機関等に当協会役職員が出向き、
信用保証制度の仕組みや各種保証制度などを説明す
る出前講座を行っています。
また、将来創業する方が多い専門学校生を対象に

創業セミナーを開催し、若い世代の起業意欲向上や
保証協会の認知度向上に取り組んでいます。
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区 分 金 額 前 年 度 比 計 画 比

保 証 承 諾 ６２，２０３ １０６．３ １０３．７
保証債務残高 １３６，３１２ ９４．５ ９７．４
代 位 弁 済 １，７６３ １０９．７ ５８．８
実 際 回 収 ５２３ １１７．２ １１６．３

〈平成３０年度主要業務数値〉 （単位：百万円、％）

平成３０年度経営計画の評価
大分県信用保証協会は、公的な「保証機関」として、中小企業者の資金調達の円滑化を図り、中小企業者の健全な育成と地域経済の発展
に貢献するため、金融支援・経営支援に努めてまいりました。
当協会は、経営の透明性を一層向上させて、対外的な説明責任を適切に果たすために、経営計画を公表し計画等の実施状況に係わる自己
評価を行うとともに、第三者による評価を受けて、その結果について公表しています。
今般、平成３０年度経営計画の実施状況について、自己評価を行いましたので、外部評価委員会意見書と併せて公表いたします。

Ⅰ．業務環境について

１．地域経済及び中小企業の状況
大分県内の景気は、近年相次ぐ自然災害に見舞われ、観光関連産業を中心に大きな影響を受けたが、インバウンドが堅調に推移し、

有効求人倍率も高水準で雇用情勢も着実に改善するなど、緩やかな回復基調が続いている。
今後は個人消費や生産活動が持ち直していくことが期待されるが、世界経済において金融危機後の景気拡大局面が１０年経過する中、

米中貿易摩擦、イギリスの EU離脱問題などの世界経済の影響や、消費税率引き上げ、人手不足などの国内経済の影響が懸念されてい
る。

２．中小企業向け融資の動向
大分県内に本店を有する地方銀行及び第二地方銀行の中小企業向け貸出残高（平成３１年３月末）をみると、地方銀行は１兆２，５８１億
円（前年同月比１０２．３％）、第二地方銀行は３，４８９億円（同１０１．７％）といずれも増加した。

３．大分県内中小企業の資金繰り状況
大分県内中小企業の資金繰りは「悪化」超で推移した。平成３０年度の財務省九州財務局大分財務事務所の平成３１年１月－３月期の調

査によると、県内中小企業の資金繰り判断BSI は、９．８ポイント（「悪化」超）となっている。（第６０回法人企業景気予測調査）
４．大分県内中小企業の設備投資動向

大分県内中小企業の設備投資は減少した。財務省九州財務局大分財務事務所の調査によると、県内中小企業の平成３０年通期の設備投
資計画は、４．２ポイントの減少見込みとなっている。（第６０回法人企業景気予測調査）
５．大分県内の雇用情勢
大分県内の雇用情勢は改善した。大分労働局によると平成３０年度平均の有効求人倍率は１．５６倍であった。財務省九州財務局大分財務
事務所の調査によると、県内の「雇用情勢は、改善しているなかで、人手不足感が高まっている。」となっている。（大分県内経済情勢
報告 平成３１年４月）

Ⅱ．事業概況について

保証部門については、低金利による保証料の割高感があり、中小企業・小規模事業者における新規の資金需要もいまだ活性化していない
が、借換保証による返済負担の軽減、利便性の高い継続型短期保証等を利用した効率的な資金繰りを提案するなど資金繰り支援に取り組ん
だ結果、保証承諾は前年度実績・計画ともに上回った。また、長年にわたり日常的に金融機関と対話を行い連携体制の構築に努めてきたこ
とにより、全国的に見ても高い水準で保証付き融資とプロパー融資を組み合わせた支援がなされている。その一方で、保証承諾は増加に転
じたものの借換の比率が高く、繰上げ償還も続いたことから保証債務残高は前年度実績・計画ともに下回った。また、利用企業者数は前年
度末比３５４企業減少の１０，４９０企業となり、一利用企業者当たりの保証債務残高は１２，９９４千円となった。
期中管理部門については、金融機関や大分県中小企業診断士協会と連携し、国の補助金を活用した「経営安定化支援事業」や当協会独自
事業である「経営改善計画策定費用に対する補助事業」による改善計画策定支援を行うとともに、「専門家派遣事業」や「サポートミーティ
ング」を活用するなど経営・再生支援に取り組んだ。また、景気動向や金融機関の返済緩和先に対する柔軟な対応により、企業倒産が低水
準に推移しており、代位弁済については、前年度実績に対しやや増加したものの、計画を下回った。
回収については、近年代位弁済が低水準で推移していることや求償権の質的劣化により環境は厳しいが、代位弁済後の早期回収に努めた
結果、前年度実績・計画ともに上回った。

Ⅲ．収支計画について
年度経営計画に基づき保証業務の適正な運営と経営の効率化に努めたことや、代位弁済が少なかったことにより経費が抑えられ、収支差
額は２５８百万円の黒字計上となった。
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Ⅳ．財務計画について
収支差額のうち、１２９百万円を収支差額変動準備金に、１２９百万円を基金準備金に繰入れたことにより、期末の収支差額変動準備金は

５，７１２百万円、基金準備金は１０，３３９百万円となった。この結果、基本財産は１５，７４３百万円となった。

Ⅳ．重点課題について
１．保証部門
ア 金融機関と連携した資金繰り支援
（ア）金融機関との対話

平成３０年４月施行の、「中小企業の経営の改善発達を促進するための中小企業信用保険法等の一部を改正する法律」により信用
保証協会法も一部改正され、信用保証協会の業務に中小企業に対する経営支援が追加されるとともに、業務の運営に当たっては信
用保証協会と金融機関が連携する旨が規定された。これを踏まえ、保証協会と金融機関のリスク分担等の措置を実施することが求
められた。これに対応するため、県内主要金融機関の本部営業推進部門を訪問するとともに金融機関の営業店を中心に案件相談会
と勉強会を実施し、法改正の周知を行った。また、リスク分担の状況を把握するために申し込みの際に、各金融機関のプロパー残
高と保証付残高をシステムに入力し情報を蓄積するとともに金融機関の支援方針の把握に努めた。３０年度上半期における保証状況
をみると、全国的に見ても高い水準でプロパー融資と保証付き融資を組み合わせた支援が行われている。

（イ）提携保証等による対応
提携保証等による対応については、金融機関との勉強会等により周知を図るとともに、金融機関の要望も取り入れ「継続型短期

保証Tan５・５０００」を創設するなど、積極的に推進を行った結果、好調に推移した。（ステップサポート保証による保証承諾実績：
４４０件２，７１０百万円、継続型短期保証Tan５・５０００による保証承諾実績：４９６件５，１１４百万円）

イ 中小企業・小規模事業者のライフステージに対応した資金繰り支援
（ア）中小企業・小規模事業者の資金繰り安定・経営改善に向けた支援

中小企業・小規模事業者の資金繰り安定・経営改善に向けた支援については、担当者による企業訪問により中小企業者の実態を
把握し、必要資金と既保証との一本化による借換保証等を提案し、事業先の資金繰りを支援した。（借換保証による保証承諾実
績：１，６９４件２０，５９８百万円）

（イ）創業者に対する支援
創業者に対しては積極的に支援を行い、創業資金を対応した先については次年度にフォローアップのため再度訪問するほか、協

会の保証を利用している事業者のうち、創業後５年を経過していない事業者に経営診断及び指導を行うことにより、課題の解決や
経営状況の改善に取組んだ。（創業保証による承諾実績：１１７件４５８百万円）

（ウ）小規模事業者等に対する支援
法改正に小規模事業者への支援拡充が盛り込まれたことを受けて、金融機関に対し小口零細企業保証等の利用を推進し小規模事

業者への浸透を図った。（小口零細企業保証による承諾実績：１，１６６件４，１９３百万円）
（エ）事業承継に関する支援

事業承継を支援するため、大分県事業承継資金や特定経営承継関連保証等を創設し、事業承継に関する６保証制度について信用
保証料の割引（０．１％～０．１５％）を実施した。また、広報や勉強会での紹介を行い制度の周知を図ったほか、個別案件の協議でも
提案を行った。（大分県事業承継資金による承諾実績：１件１８百万円）

（オ）危機発生時における支援
危機発生時の対応については、平成２８年の熊本地震、平成２９年の台風１８号に続いて平成３０年は西日本豪雨が発生したが、災害資

金を中心に積極的かつスピード感をもって対応することができた。
（カ）金融機関紹介の対応

保証部内に金融機関紹介窓口を設置し、中小企業者からの相談があった場合には迅速かつ丁寧に適切な対応をする体制を整え
た。（相談件数：２件）

ウ 政策保証や地公体制度融資等による資金繰り支援
（ア）中小企業・小規模事業者にメリットがある地公体制度融資の推進

中小企業・小規模事業者にメリットがある地公体制度融資の推進については、金融機関に対し、信用保証料の助成等があり中小
企業・小規模事業者にメリットがある地公体制度融資などを提案した。

（イ）地方公共団体や支援機関等との連携
地方公共団体や支援機関等に対しては、地方公共団体や支援機関等に随時訪問する専担者を設置し積極的に訪問を行ったほか、
市町村担当部署との連携会議を開催し連携を図った。また、地域の課題に対応するため、玖珠町と連携し玖珠町創業資金を７月に
創設した。なお、地域ファンドへの出資については、関係機関との情報交換会を通じファンドの情報収集に努めている。また、熊
本地震被災企業に対して、大分県中小企業復興支援協議会の利子等支援事業を適切に実施した。

（ウ）経営者保証を不要とする保証の対応
経営者保証を不要とする保証については、３０年４月から金融機関における保証人の取り扱いや財務指標等の要件を満たす場合は
経営者保証を不要とすることができることとなった旨を金融機関での勉強会などにより説明に努めた結果、金融機関連携型や財務
要件型を中心に経営者を保証人としない承諾件数の増加につながった。

２．経営支援・期中管理部門
ア 金融機関や支援機関と連携した経営支援・事業再生の推進
（ア）中小企業・小規模事業者の経営支援・事業再生を促進するため、金融機関や支援機関との連携を深める。

３０年度は法改正により経営支援が協会の業務に位置付けられた初年度となった。対応人員を増やし、これまで行ってきた経営支
援の充実や金融機関・支援機関等とのネットワークの強化を着実に進めることに取組んだ。金融機関や支援機関と連携した経営支
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援・事業再生の推進については、金融機関や支援機関が主催するバンクミーティング等に積極的に参加するとともに、金融機関の
経営支援関連部署に訪問し連携を図った。また、大分県中小企業再生支援協議会や大分県経営改善支援センター、大分県事業引継
ぎ支援センター、大分県産業創造機構等にも訪問し、取組方針や金融機関の動向、個別案件等を含めて意見交換を行った。

（イ）中小企業・小規模事業者の課題解決に向けた経営支援・事業再生の実施
中小企業・小規模事業者の課題解決に向けた経営支援・事業再生の実施については、国の補助金を活用した「経営安定化支援事

業」や、サポートミーティングの開催も積極的に行い、中小企業の経営改善に取組んだ。協会が行うサポートミーティングについ
ては、その有効性が支店担当者の間で広まり、これまでバンクミーティングで対応してきたケースをサポートミーティングで対応
するなど、件数、回数ともに前年に比べて増加している。
経営支援により償還キャッシュフローが確保できるようになった企業には、借換えにより正常化を行い、抜本再生が必要な企業

に対しては、大分県中小企業再生支援協議会と連携し、抜本再生支援に取組むとともに経営者保証ガイドラインの適切な運用に努
めた。

（ウ）事業承継に関する支援
事業承継については、「大分県事業承継ネットワーク会議」に参加し参加各機関と意見交換を行った。また、大分県事業引継ぎ

支援センターとは、訪問による情報交換のほか、同センター主催の「金融機関向け事業承継診断等研修会」に協会職員を講師とし
て派遣し、事業承継に関する各種保証制度の説明を行うなど連携を深めた。

イ 期中管理の徹底
（ア）正常化に向けた期中管理

金融機関本部や営業店を訪問し、金融機関との対話を通じて情報の共有を図るとともに共同管理に取り組んだ。既に事業が毀損
しているケースが多く有効な手立ては少ないが、事業先との面談や資金繰りの見直しなどにより延滞債権の減少に努めた。

（イ）早期回収に向けた代位弁済の円滑化
代位弁済予定の先で、担保により回収が見込まれる先については、早期に金融機関と担保移転の協議を行うなどしてスムーズな
事務手続きと、その後の回収に繋げる措置を心がけた。

（ウ）内部管理体制の充実
内部管理体制の充実については、大口・グループ企業について、保証稟議時や定期的な分析によりリスク管理を行うことができ

た。ただし、返済緩和などを行っている先もあることから、引続き注視する必要がある。また、早期に事故となった案件について
は、分析・検証結果を保証担当者間で共有することにより、今後の保証審査や中小企業者へのアドバイス時などにおいて経験が生
かされるようにした。

３．回収部門
ア 効率的な回収の取組
（ア）金融機関と連携し、代位弁済後の初動を徹底し、回収の最大化を図る。

有担保求償権については、早期解決の目途、担保所有者の意向、事業継続への影響などを考慮して交渉を行い、担保物件処分の
方が得策と判断される案件については、任意処分や競売申立を行った。

（イ）サービサーを活用し、回収の効率化を図る。
新規に代位弁済した無担保求償権をサービサーに委託し、回収の底上げを図った。また、回収不能と判断された求償権について
は、委託解除を実施し効率化を図った。（委託解除件数１５１件）

（ウ）回収見込みについては早期に見極めを行い、回収見込みがないと判断した場合は速やかに管理事務停止を実施し、求償権整理を
進める。
債権管理の実益がないと判断した求償権については、計画的に管理事務停止と求償権整理を実施したことにより管理事務の効率
化を図ることができた。（管理事務停止３０４件、求償権整理３２５件）

イ 事業再生、生活再建に向けた取組
（ア）代位弁済後も事業を継続し、定期返済を行っている中小企業・小規模事業者について、求償権消滅保証等を活用した再生支援に

取り組む。
事業を継続している定期入金先については、現地訪問等により事業実態の把握に努めるとともに、必要なアドバイスを行った。

この結果、１先について大分県再生支援協議会と連携し再生計画の立案を行い、平成３１年４月に求償権消滅保証により再生を支援
することとしている。

（イ）保証人の資産・収入を踏まえて、経営者保証ガイドライン等を活用したきめ細やかな対応を行う。
保証人については、年金生活者などの生活弱者に対しては生活にも配慮した対応や、企業再生時には経営者保証ガイドラインを

踏まえた対応を行うなど、保証人の実情に配慮した対応に心がけた。
（ウ）中小企業・小規模事業者の事業再生を円滑に進めるため、市町村の求償権放棄条例制定に向けて市町村と協議を行う。

求償権放棄条例については市町村へ要請を行い、日出町で求償権整理案件について承認された。他の市町村については、今後も
継続して要請を行いたい。

４．その他間接部門
ア 人材育成の充実
（ア）連合会等外部研修への参加や通信教育の受講を継続することにより、専門的知識の習得を目指す。

連合会等外部研修のうち課題別研修については、所属部署と協議の上、入協年数や業務経験を考慮し適任者を指名しており、受
講者の業務面でのスキルアップに繋がっている。また、新設の事業承継支援講座は受講者による内部研修会を実施したことで職員
への情報の共有を図ることができた。公的資格取得については、２名が中小企業診断士取得に向け学習を継続している。

（イ）協会業務に関するノウハウを習得し、業務に的確に対応できる人材を育成するため、職員へのOJTを継続的に実施する。
若手職員の育成については、組織的な育成スキームの実施にて、育成計画を各階層で共有することが目標達成の意識付けとなっ
ており、定期的な指導報告による指導内容の見える化が管理職から指導担当者へのタイムリーな助言に繋がっている。具体的に
は、ベテラン職員等の現場指導にて、金融機関や中小企業者との折衝や協議に必要なスキルの向上や業務の実務指導による知識習
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得等である。入協１年目の職員には、新たな取組として事務解説書を使用した内部研修を行い、協会業務の基礎を理解できるよう
努めた。

（ウ）職場内の研修会・報告会を開催することにより、幅広い知識の習得及び情報の共有を図る。
指導担当者層には外部講師によるコーチング研修を実施し指導面の向上に努めた。

（エ）人事交流を通じた人材の育成
人事交流を通じた人材育成については、双方の研修者の体調面、コミュニケーション面は特段問題なく、幅広い視野での中小企

業支援業務の経験を通じて人材育成を図ることができた。特に、当協会の職員においては、県の企業支援の姿勢や予算関係の仕組
み等を学び、協会の果たすべき役割について理解を深めた。

イ 経営基盤と業務環境の充実
（ア）自己資金は安全性を確保した上で収益や効果等を考慮して運用する。

自己資金の運用については、年度当初に策定した運用計画に基づき、満期償還が到来した有価証券を、金融機関事業債を主体に
買換えを行うとともに、新たな資金運用として法人向け特約付定期預金（期限前解約特約付固定金利型定期預金）を買入し、安全
性を考慮しながら、利回りの確保にも努めた。

（イ）提案制度やプロジェクトチームなどを活用し、業務改善・問題解決を推進する。
幅広いアイデアを募集するため提案制度に係る規程を改正し、１１月に提案月間を実施した結果１３件の提案があり、うち３件を実
施した。また、プロジェクトチームは別館ファイル室の収納スペースに限りがある為、文書管理システムのプロジェクトチームを
１２月に発足した。１月１０～１１日に先進地協会の業務視察を実施し、導入目的の違い、検討から運用に至る一連の課題について整理
を行った。

（ウ）衛生委員会の活用など働きやすい職場環境の整備に努める。
職場環境の整備については、様式の改正により所属長が課員の消化状況を管理しやすくなったことや働き方改革関連法の趣旨を
周知し職員意識の変化を促したことが奏功し、年次有給休暇の平均取得日数は前年度に対して増加している。また、衛生委員会を
通じ夏期休暇（特別休暇）取得の周知を行ったことで、職員の完全消化に繋がった。また、障害者雇用については、業務内容やコ
ミュニケーション等配慮し、モチベーションの向上にも努めたことにより、職場定着ができている。

ウ コンプライアンス及び危機管理態勢の充実
（ア）コンプライアンス態勢の充実。

コンプライアンス研修については、全役職員を対象とした研修だけではなく、役員・管理職、一般職員、新入職員向けなど役職
に応じた内容にするなどして、法令等遵守、社会的責任等の重要性を理解させることができた。「コンプライアンスニュース」に
ついては、新聞記事を題材にした多種多様なリスクを伝えたことで、職員のコンプライアンス意識への向上を図ることができた。
また、役職員を対象とした「コンプライアンスチェック」の実施により課題の掘り起こしをすることができ、その後の研修や風通
しの良い組織づくりのための取り組みに繋げることができた。これらのコンプライアンスの研修・啓発活動は、その真の目的が健
全な組織風土を醸成することや職員一人ひとりを守ることにあることを意識して取組んでおり、今後も継続的に行っていく。

（イ）危機管理態勢の充実。
危機管理態勢の強化については、「危機管理ニュース」で水害やあおり運転への対応を周知し、職員個々人の身の安全確保のた
めの啓発をすることができた。また、今年度から始めた防火管理者の有資格者養成により、将来にわたる防火体制維持や防火意識
の醸成に資することができた。

（ウ）危機発生に備えた業務態勢の充実。
危機発生に備えた業務態勢については、九州ブロックの協会にて相互応援体制を実効性のあるものにするため協議をしており、

その充実に努めている。
エ 広報広聴の充実
（ア）ホームページ、機関誌、パブリシティ活動、パンフレット等の広報ツールや説明会等により、中小企業・小規模事業者や金融機
関に対してタイムリーな情報発信・周知を行う。
広報については、ホームページ等を通じ、タイムリーな情報発信を行うと共に、各種パンフレットを作成し、信用保証の取扱い
に関して周知を促すことで、金融機関や中小企業・小規模事業者の利便性向上を図ることができた。特に平成３０年４月からスター
トした信用保証制度の見直しや中小企業・小規模事業者の大きな課題である事業承継に関して周知に取り組んだ。また、パブリシ
ティ活動としては「TKCとの連携」や「創業セミナー開催」に関する記事が大分合同新聞やニッキンに掲載され、協会の取組み
を周知することができた。

（イ）中小企業者向けアンケートなどの活用により、中小企業・小規模事業者からの意見を収集し業務に反映する。
広聴については、中小企業・小規模事業者や金融機関に対するアンケートを行い、頂いた意見・要望により役職員の意識向上を
図ることができ、また、業務運営の改善に繋げることができた。

（ウ）各種団体の要望や当協会からの提案により、役職員が出向き、信用保証制度等に関する出前講座を実施するほか、専門学校、専
修学校を対象とした学校向けの創業セミナー等の開催により、金融教育や起業マインドの醸成を図る。
出前講座についてはおおいたボランティア・NPOセンター主催の「NPO基礎講座」や日本公庫・スタートアップセンターとの

共催で「創業セミナー」等に出向き講師を務め、NPO法人や創業者といった金融に馴染みが薄い事業者に対して保証制度等の浸
透を図ることができた。特に製菓・製パン学科の学生向け創業セミナーでは、受講者から「違った面から製菓・製パン業界のこと
を知ることができた」「今後起業したいと思ったときの参考にしたい」等の評価を得ている。
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外部評価委員会意見書（平成３０年度経営計画）
令和元年６月１４日、大分県信用保証協会から平成３０年度事業概要及びそれに対する自己評価について説明を受けた。これについて、当委

員会の意見は次のとおりである。

総括
大分県信用保証協会では、金融機関との協調融資や積極的な金融機関訪問などを通じて金融機関との連携体制を構築しており、返済負担
を軽減する借換保証や定時償還を伴わない資金を継続的に支援する継続型短期保証等を通じて中小企業・小規模事業者の実情に合わせた金
融支援が行われている。
また、専門家派遣事業や経営安定化支援事業等を通じた経営支援やサポートミーティングによる調整を通じて中小企業・小規模事業者の
経営・再生支援に取組んでいることは評価できる。
平成３０年度は収支差額２億５８百万円を計上し、このうち１億２９百万円を収支差額変動準備金に、１億２９百万円を基金準備金に繰り入れ、
年度末における基本財産は１５７億４３百万円となり着実に増強が図られた。
しかし、県内の中小企業・小規模企業者は減少が続いており、地方の活性化に向けて、創業、事業承継、経営・再生支援など様々な局面
で、中小企業・小規模企業者に必要な資金を行き渡らせる金融支援と経営課題を解決する経営支援を行うことが求められている。そのた
め、金融機関、地方公共団体や支援機関等と連携を充実させることや職員の人材育成に努めることなどが重要である。
大分県信用保証協会においては、今後とも中小企業・小規模事業者の振興と地域経済の活力ある発展に貢献できるよう不断の経営努力を
期待する。

保証部門について
信用保証協会法等が改正された中、従来からの取組みである金融機関との協調融資や積極的な金融機関訪問などを通じて金融機関との連
携体制を構築しており、全国的にも高い水準でプロパー融資と保証付き融資を組み合わせた支援が行われている。中小企業・小規模事業者
に必要な資金が行き渡るよう、今後も金融機関との適切に連携して資金繰りの円滑化に努めていただきたい。
また、返済負担を軽減する借換保証や定時償還を伴わない資金を継続的に支援する継続型短期保証等を通じて中小企業・小規模事業者の
実情に合わせた支援が行われていることは評価できる。引き続き寄り添った姿勢で金融支援に取り組んでいただきたい。
地方創生に向けて、創業者に対する資金供給や創業後のフォローアップ、事業承継に対する保証制度の周知や推進などに取組んでいる

が、支援の効果を高めるためには地方公共団体や支援機関、金融機関との連携を図ることが重要であるため、継続的に連携の充実に努めて
いただきたい。

期中管理部門について
信用保証協会法の改正により平成３０年度から経営支援が業務に追加されている。中小企業・小規模事業者の経営者の中には問題を抱えて

いるものの、相談する窓口や解決手段が見つけられず悩んでいる方がいるので、企業訪問等を通じて経営者の相談に応じることや、各種支
援を通じて経営課題の解決につなげることが保証協会には期待されている。
専門家派遣制度や経営安定化支援事業等は、中小企業・小規模事業者の経営改善に必要な支援であるので、引き続き内容の充実に努めて
いただきたい。また、サポートミーティングは、経営改善計画の実現に向けた関係者の合意形成の場として重要性が高まっており、保証協
会が金融機関同士や中小企業との調整役となることが求められている。
再生支援については、その性質上多くの件数は期待できないが、地域の雇用や経済を維持する観点から、収益が期待できる事業が継続で
きるよう金融機関や関係機関と連携した再生支援が期待されている。

回収部門について
回収は、近年は、無担保や第三者保証人のいない求償権が増加しており回収環境は厳しさを増しているが、有担保求償権については代位
弁済前から物件処分に早期着手したことに加え、無担保求償権はサービサーを活用するなど、回収の最大化・効率化に取組んでいる。一
方、代位弁済となっても事業を継続している企業に対しては、大分県再生支援協議会等と連携の下で再生計画を立案し、求償権消滅保証等
による正常化を図るということも期待されている。

その他間接部門について
人材育成については、連合会研修等による研修制度やOJTにより、充実した取組みが行われていることは評価できる。入協３年目まで
の若手職員に対する人材育成は充実してきているので、それ以降も継続的な人材育成をすることが更なる組織の底上げにつながると期待さ
れる。
コンプライアンス体制については、大きな事故もなく着々と取組みの充実度が増してきている。引き続き適切な業務運営に努めるととも
に、事故発生時における報告体制やコンプライアンスに関する内部相談窓口を充実させ早期の問題把握を行うことが内部統制において重要
である。
広報・広聴は、保証協会の役割や取組みを発信することが定着してきているので、これまでの取組みを磨き上げることが求められてい

る。

令和元年７月５日
大分県信用保証協会外部評価委員会

委 員 長 岡村 邦彦
副委員長 河野 光雄



１６

借 方 貸 方

科 目 金 額 科 目 金 額

現金 ０ 基本財産 １５，７４２，８１３，１２３

基本財産
株式会社の資本金に相当し
ます。出資金としての性格
をもつ出損金と金融機関等
負担金からなる【基金】と、
過去の収支差額の累計の
【基金準備金】の２つから
成っています。

預け金 ７，５４２，０６４，６０５ 基金 ５，４０３，８８７，０００

金銭信託 ０ 基金準備金 １０，３３８，９２６，１２３

有価証券 １６，３１１，８４９，６０４ 制度改革促進基金 ４９，１６６，１３２
制度改革促進基金

国が実施する施策の円滑な
導入・促進を図るため、及
び中小企業者が必要とする
事業資金の融通を円滑にす
るため、協会の経営基盤を
強化することを目的とした
基金です。

その他有価証券 １０４，１４８，６８０ 収支差額変動準備金 ５，７１２，０００，０００

収支差額変動準備金
収支差額に欠損が生じた場
合や、急激な保証の増大等
により基本財産の増強が必
要となった場合には、これ
を取り崩して、協会経営が
不安定になることを防ぐこ
とができます。

動産・不動産 ９５８，７０２，１３６ 責任準備金 ８１８，０７３，０９７

損失補償金見返 ０ 求償権償却準備金 ５６，０４０，９９３

保証債務見返 １３６，３１２，１８２，８９４ 退職給与引当金 ３７６，０９４，２６７
求償権

経理上の求償権は、代位弁
済した金額から回収金や日
本政策金融公庫からの保険
金等を控除した額です。

求償権 ２０４，５４９，４０８ 損失補償金 ２７８，９５６，２６５

雑勘定 ４５４，３３１，００４ 保証債務 １３６，３１２，１８２，８９４

仮払金 ６，９７１，７６２ 求償権補填金 ０

厚生基金 ２１，４２３，０００ 借入金 ０

連合会勘定 ６，０５２ 雑勘定 ２，５４２，５０１，５６０

未収利息 ２４，０８４，７８６ 仮受金 １５，２８３，７２７
未経過保険料

当年度中に日本政策金融公
庫に支払った保険料のう
ち、翌事業年度にかかる部
分を計上しています。

未経過保険料 ４０１，８４５，４０４ 保険納付金 ４２，４９１，２８７

損失補償納付金 １６，５６４，３２８

未経過保証料 ２，４５９，５８８，２９３ 未経過保証料
受入保証料のうち当該決算
期間の未経過分（次年度以
降に係る保証料）を計上し
ます。

未払保険料 １，０５５，３７１

未払費用 ７，５１８，５５４

合 計 161,887,828,331 合 計 １６１，８８７，８２８，３３１

（平成３１年３月３１日現在）(単位：円）

資 産 負 債
科 目 金 額 科 目 金 額

現金 ０ 責任準備金 ８１８，０７３，０９７
預け金 ７，５４２，０６４，６０５ 求償権償却準備金 ５６，０４０，９９３
金銭信託 ０ 退職給与引当金 ３７６，０９４，２６７
有価証券 １６，３１１，８４９，６０４ 損失補償金 ２７８，９５６，２６５
その他有価証券 １０４，１４８，６８０ 保証債務 １３６，３１２，１８２，８９４
動産・不動産 ９５８，７０２，１３６ 求償権補填金 ０
損失補償金見返 ０ 借入金 ０
保証債務見返 １３６，３１２，１８２，８９４ 雑勘定 ２，５４２，５０１，５６０
求償権 ２０４，５４９，４０８
譲受債権 ０
雑勘定 ４５４，３３１，００４

合 計 １６１，８８７，８２８，３３１ 合 計 １４０，３８３，８４９，０７６
正 味 財 産 ２１，５０３，９７９，２５５

（平成３１年３月３１日現在）(単位：円）

平成３０年度財務報告
貸借対照表

財産目録
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科 目 金 額

経常収入 １，８１９，０１４，５２３

保証料 １，２０９，７０４，３５７ 保証料
決算上の保証料は受入保証
料のうち当該決算期間に対
応する額が計上されます。

預け金利息 １，４４０，４６８

有価証券利息・配当金 １６０，６１９，９４２

調査料 ０

延滞保証料 ０

損害金 ９，３５６，７５１

事務補助金 ３２１，２１１，４２８

責任共有負担金 １０９，７８１，０００ 責任共有負担金
責任共有制度にて負担金方
式を選択した金融機関より
受領した負担金です。金融
機関毎の平均保証債務残高
に対する代位弁済率にて算
出されます。

雑収入 ６，９００，５７７

経常支出 １，５３９，９００，９４５

業務費 ６４３，３９５，５２５

借入金利息 ０信用保険料
日本政策金融公庫へ支払う
信用保険料です。 信用保険料 ８９６，５０５，４２０

責任共有負担金納付金
責任共有負担金について、
当協会と日本政策金融公庫
との責任割合（平均填補率）
に応じ、日本政策金融公庫
にその一部を納付していま
す。

責任共有負担金納付金 ０

雑支出 ０

経常収支差額 ２７９，１１３，５７８

経常外収入 ２，６７９，８２０，４７７

償却求償権回収金 ４３，７４４，９４５

責任準備金戻入 ８７１，９９３，６００

求償権償却準備金戻入 １６３，２２５，３９８

求償権補填金戻入 １，５８３，２３０，５３５

（保険金） （１，５１２，１７１，２９９）

（損失補償補填金） （７１，０５９，２３６）

補助金 ０

その他収入 １７，６２５，９９９

経常外支出 ２，８６８，５７８，１１６

求償権償却
年度末求償権のうち法的整
理の結果回収不能となって
償却した求償権や当年度受
領した保険金相当額等を計
上しています。

求償権償却 １，９７２，００６，１６０

譲受債権償却 ０

有価証券償却 ０

雑勘定償却 ７，７５７，５５７

退職金 ５７５，０００

責任準備金繰入
景気変動等により代位弁済
が想定以上に増加した場合
の備え（支払い資金）とし
て、保証債務残高に対して
一定の割合を積み立ててい
ます。

責任準備金繰入 ８１８，０７３，０９７

求償権償却準備金繰入
協会資産の健全性を保つ観
点から求償権の回収不能額
を見積もって一定の割合を
積み立てています。

求償権償却準備金繰入 ５６，０４０，９９３

その他支出 １４，１２５，３０９

経常外収支差額 ▲ １８８，７５７，６３９

制度改革促進基金取崩額 １６７，９４３，６２６ 制度改革促進基金取崩額
部分保証にかかる代位弁済
による損失等は、それを補
うために別途国から受領し
た制度改革促進基金を取崩
すことができることとなっ
ています。

収支差額変動準備金取崩額 ０

当期収支差額 ２５８，２９９，５６５

収支差額変動準備金繰入額 １２９，０００，０００

基本財産繰入額又は基本財産取崩額 １２９，２９９，５６５

収支計算書
（平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日）（単位：円）
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（※表中の各金額は単位未満を四捨五入しているため、合計の金額にならない場合がございます。）

信用組合
10.0%

商工中金
0.3%

都市銀行
0.2%

信用金庫
21.1% 地方銀行

44.3%

第二地方銀行
24.1%

平成30年度
保証承諾
（金額構成比）

その他
0.0%

区 分 件数 金額 前年比 構成比

都 市 銀 行 ８ １２８，０００ ７５．３ ０．２

地 方 銀 行 ２，２９１ ２７，５５０，３４６ ９９．６ ４４．３

第二地方銀行 １，５６７ １４，９８８，０８６ １１８．８ ２４．１

信 用 金 庫 １，６６０ １３，１２９，５０３ １０７．２ ２１．１

信 用 組 合 ７４０ ６，２２４，７４２ １１０．６ １０．０

商 工 中 金 １２ １８２，１８２ １１８．０ ０．３

そ の 他 ０ ０ － ０．０

合 計 ６，２７８ ６２，２０２，８５８ １０６．３ １００．０

（単位：件、千円、％）

信用組合
10.4%

商工中金
0.6%

都市銀行
0.4%

信用金庫
22.2% 地方銀行

45.6%

第二地方銀行
20.8%

平成30年度
保証債務残高
（金額構成比）

その他
0.0%

区 分 件数 金額 前年比 構成比

都 市 銀 行 ５０ ５７０，９９６ ７３．２ ０．４

地 方 銀 行 ６，４９１ ６２，１７９，１２５ ９１．７ ４５．６

第二地方銀行 ３，８４４ ２８，３１８，２５７ ９８．９ ２０．８

信 用 金 庫 ４，８４５ ３０，２８４，１３４ ９６．４ ２２．２

信 用 組 合 ２，１７３ １４，１４１，０２６ ９７．０ １０．４

商 工 中 金 ７５ ８０１，８９５ ７９．８ ０．６

そ の 他 １ １６，７５０ － ０．０

合 計 １７，４７９ １３６，３１２，１８３ ９４．５ １００．０

（単位：件、千円、％）

信用組合
10.2%商工中金

0.0%

都市銀行
0.3%

その他
0.0%

信用金庫
10.3%

地方銀行
69.9%

第二地方銀行
9.3%

平成30年度
代位弁済
（金額構成比）

区 分 件数 金額 前年比 構成比

都 市 銀 行 １ ５，５９８ ０．０ ０．３

地 方 銀 行 ８５ １，２３２，００２ １４８．３ ６９．９

第二地方銀行 ２９ １６４，７４０ ７１．５ ９．３

信 用 金 庫 ４３ １８１，３１４ ７１．９ １０．３

信 用 組 合 ２５ １７９，４６８ ６９．２ １０．２

商 工 中 金 ０ ０ － ０．０

そ の 他 ０ ０ － ０．０

合 計 １８３ １，７６３，１２１ １０９．７ １００．０

（単位：件、千円、％）

注）金融機関の統合前の数値は統合後の金融機関に含みます。（前
年比も同じ）

信用保証の動向

平成３０年度信用保証業務の状況〈金融機関群別〉

保証承諾

保証債務残高

代位弁済



信
用
保
証
の
動
向

１９

サービス業
18.6%

その他
13.3%

製造業
12.4%

小売業
15.1%

建設業
28.2%

卸売業
12.5%

平成30年度
保証承諾
（金額構成比）

区 分 件数 金額 前年比 構成比

製 造 業 ７４１ ７，７２６，８８８ １０３．２ １２．４

建 設 業 １，９０１ １７，５１２，３６１ １０２．８ ２８．２

卸 売 業 ６３８ ７，７５０，７８２ １０４．０ １２．５

小 売 業 １，０６５ ９，４０７，０１３ １１１．８ １５．１

サ ー ビ ス 業 １，１７０ １１，５５６，１３９ １１１．０ １８．６

そ の 他 ７６３ ８，２４９，６７６ １０７．２ １３．３

合 計 ６，２７８ ６２，２０２，８５８ １０６．３ １００．０

（単位：件、千円、％）

サービス業
20.3%

その他
16.7%

製造業
13.7%

小売業
13.9%

建設業
24.5%

卸売業
10.9%

平成30年度
保証債務残高
（金額構成比）

区 分 件数 金額 前年比 構成比

製 造 業 2,146 18,656,464 90.0 13.7

建 設 業 4,682 33,404,918 95.2 24.5

卸 売 業 1,535 14,852,589 96.4 10.9

小 売 業 2,835 18,922,193 95.2 13.9

サ ー ビ ス 業 3,517 27,725,960 93.3 20.3

そ の 他 2,764 22,750,059 97.3 16.7

合 計 17,479 136,312,183 94.5 100.0

（単位：件、千円、％）

サービス業
12.7%

その他
10.7%

製造業
15.9%

小売業
18.1%

建設業
32.6%

卸売業
10.1%

平成30年度
代位弁済
（金額構成比）

区 分 件数 金額 前年比 構成比

製 造 業 １８ ２７９，９８４ ７０．７ １５．９

建 設 業 ４６ ５７４，２７５ ２０２．７ ３２．６

卸 売 業 １５ １７８，８４９ ９４．８ １０．１

小 売 業 ４５ ３１８，６７２ １１０．０ １８．１

サ ー ビ ス 業 ３１ ２２３，１３３ １２２．３ １２．７

そ の 他 ２８ １８８，２０８ ７０．３ １０．７

合 計 １８３ １，７６３，１２１ １０９．７ １００．０

（単位：件、千円、％）

平成３０年度信用保証業務の状況〈業種別〉

保証承諾

保証債務残高

代位弁済



２０

保 証 承 諾 保 証 債 務 残 高 代位弁済（元利）

件数 金 額 前年比 構成比 件数 金 額 前年比 構成比 件数 金 額 前年比 構成比

大 分 市 ２，６９３ ２６，７２４，６４６ １０２．８ ４３．０ ７，５１１ ５８，３８６，４６５ ９４．５ ４２．８ ７６ ６７５，３４４ ８８．７ ３８．３

別 府 市 ６８７ ７，０５４，９６１ ９７．１ １１．３ ２，０２３ １６，４７４，３３０ ９３．１ １２．１ １９ １６２，３０２ ２３５．９ ９．２

中 津 市 ４６０ ５，７３０，３３１ １２８．０ ９．２ １，１１８ １０，３９０，６９０ １０３．７ ７．６ １４ １６１，５１４ １６８．３ ９．２

日 田 市 ５１３ ４，０３９，０７５ １０３．３ ６．５ １，４３１ ９，０４１，５４８ ９９．３ ６．６ ８ ６８，４０１ ６３．５ ３．９

佐 伯 市 ３８７ ３，５２８，０５２ １１８．１ ５．７ １，００８ ８，５８５，２００ ８９．５ ６．３ ２３ ２８５，０８９ ９５．５ １６．２

臼 杵 市 ２００ ２，２７３，４１０ ８２．４ ３．７ ５２３ ５，１２２，７９４ ８７．４ ３．８ ７ ２０６，４７９ １，６５８．７ １１．７

津 久 見 市 ７４ ７４８，３００ ７１．４ １．２ ２３７ １，６８３，５６２ ９０．３ １．２

竹 田 市 １５５ １，７９１，７００ １３４．７ ２．９ ３７８ ２，７７４，０６５ １００．６ ２．０ ４ ２１，３０２ ８２．７ １．２

豊後高田市 １０２ １，００２，７４０ １７６．５ １．６ ２６１ ２，２５８，２３７ １０１．０ １．７ ３ ３２，３７９ １５３．４ １．８

杵 築 市 １４１ １，０７９，６８０ １２９．３ １．７ ３４３ ２，６７４，４１８ ９３．８ ２．０ ２ ２，２４７ ８．４ ０．１

宇 佐 市 ２８２ ２，６９４，２９０ １１７．７ ４．３ ６８２ ５，０８９，４３６ ９８．３ ３．７ ６ １７，４７４ １，４１６．４ １．０

豊後大野市 １５２ １，６１４，２２０ １１８．９ ２．６ ４００ ２，７３０，３００ ９１．４ ２．０ ４ ５３，０９５ ７４．９ ３．０

由 布 市 １３７ １，１７０，９１０ ９８．３ １．９ ６０９ ４，３４９，１７９ ９０．１ ３．２ ２ ２，５１６ ４．９ ０．１

国 東 市 ７２ ５５１，９５０ ９０．６ ０．９ ２２８ １，５３３，５０９ ９２．０ １．１ ３ １３，６１６ － ０．８

姫 島 村 １ ５００ ６．３ － ６ １９，１１５ ５７．１ －

日 出 町 １１５ １，２５２，１５０ １１４．０ ２．０ ２９３ ２，１４４，０３８ ８９．３ １．６ ３ ４，８８５ ２５．６ ０．３

九 重 町 ３５ ３９９，７００ １６１．０ ０．６ ２０１ １，６４８，０６９ ９０．７ １．２ ２ ５，２６８ ３４．１ ０．３

玖 珠 町 ７２ ５４６，２４４ １０５．２ ０．９ ２２７ １，４０７，２２８ ９１．７ １．０ ７ ５１，２１２ ３０１．２ ２．９

合 計 ６，２７８ ６２，２０２，８５８ １０６．３ １００．０ １７，４７９ １３６，３１２，１８３ ９４．５ １００．０ １８３ １，７６３，１２１ １０９．７ １００．０

（単位：件、千円、％）

平成３０年度信用保証業務の状況〈市町村別〉

（注）比率は、１，０００．０％以上のときは「***」、前年が０のときは「－」を表示しています。
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金　　　　額
件　　　　数

26年度
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28 年度
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保証承諾の推移

保証債務残高の推移

利用企業者数の推移

条件変更承諾実績（期限延長、返済条件の変更に係るもの）

代位弁済の推移



２２

Ⅰ．基本方針
１．業務環境
（１）大分県の景気動向

　我が国の景気は、海外経済の回復や雇用・所得環境の改善
がみられる中で、民需が改善し、経済の好循環が実現しつつ
あります。
　今後は海外経済の回復が続く下、各種政策の効果もあい
まって、雇用・所得環境の改善が続き、経済の好循環が更に進
展する中で、景気は緩やかに回復することが見込まれます。
　大分県内の景気は、平成28年の熊本地震に続いて、平成29
年も九州北部豪雨や台風第18号と続いて自然災害が発生した
ことにより、観光関連事業を中心に打撃を受けました。一方
で県内の有効求人倍率は過去最高水準となり、大分市の地価
も19年ぶりに上昇するなど全体的には景気回復の動きが見ら
れます。今後は個人消費が全体として底堅く推移し、災害か
らの復旧・復興に関する需要も期待されるため緩やかに回復
していくことと見られていますが、人手不足の影響が懸念さ
れています。

（２）中小企業・小規模事業者を取り巻く環境
　大分県の企業倒産は、金融機関が中小企業金融円滑化法（以
下、「金融円滑化法」という。）の終了後も柔軟に返済条件の
変更に努めていることなどもあり、低水準で推移していま
す。また、低金利政策が続く中で金融機関の積極的な融資姿
勢と相まって、中小企業・小規模事業者における資金調達や
金融機関の融資姿勢に対する不安も薄まっています。
　一方、後継者不足などにより廃業する企業が増加し、中小企
業・小規模事業者は減少傾向にあります。また、当協会を利用
している中小企業・小規模事業者においては、返済条件の変更
を行っている企業数はほぼ横ばいで推移しており、構造改革や
業績回復が遅れている企業の動向には注視が必要です。

２．業務運営方針
　大分県信用保証協会は、信用保証協会としての公共性や社会的
責任を認識し、信用保証協会法等関連法の改正趣旨を踏まえ、経
営努力をひたむきに続ける中小企業・小規模事業者の経営改善・
生産性向上を支援します。このため、金融機関や商工会議所・商
工会・中小企業団体中央会等支援機関（以下、「支援機関」という。）
と連携を図り、現場主義・顧客主義を継続して中小企業・小規模事
業者の多様なライフステージに応じた金融や経営の支援に取り組む
とともに、地域に根差す公的保証機関として地方創生等への貢献を
果たすための取組を推進します。
　加えて、これらの業務を適切に遂行するため協会自身の経営基盤
の強化にも努めるべく次の項目に取り組みます。

（１）中小企業・小規模事業者の経営改善・生産性向上に向けた取
組の推進
　中小企業・小規模事業者の経営改善・生産性向上を促すた
め、当該中小企業者に対する金融機関の支援方針に着眼し、柔
軟に保証付き融資とプロパー融資を組み合わせた協調融資など
リスク分担に取り組みます。このため、日常的に金融機関との
対話を行い連携体制の構築を行います。
　また、中小企業・小規模事業者の実情の把握に努め、ライフ
ステージに応じた様々な資金需要に対して安定的な資金調達を
支援することとし、とりわけ資本力・信用力が乏しく資金繰り
が不安定になりやすい小規模事業者や創業者等には寄り添った
姿勢で積極的な支援に取り組みます。
　加えて、公的保証機関の役割として、国の施策に応じた資金
繰り支援を行うほか、地方公共団体や支援機関と連携を図り地
域の実情に応じた制度資金等の対応を行います。

　ア　金融機関と連携した資金繰り支援
　中小企業・小規模事業者に対する金融機関の支援方針に着眼

し、柔軟に保証付き融資とプロパー融資を組み合わせた協調融資
などリスク分担に取り組みます。このため、日常的に金融機関と
の対話を行い連携体制の構築を行います。

　　ア　金融機関との対話
　　イ　提携保証等による対応
　イ　中小企業・小規模事業者のライフステージに応じた資金繰り支援
　中小企業・小規模事業者がライフステージに応じて必要とする
多様な資金需要に対し、個々の中小企業者の状況を勘案しつつき
め細かくスピーディーな対応を行います。

　　ア　中小企業・小規模事業者の資金繰り安定・経営改善に向けた
支援

　　イ　創業者に対する支援
　　ウ　小規模事業者等に対する支援
　　エ　事業承継に関する支援
　　オ　危機発生時における支援
　　カ　金融機関紹介の対応
　ウ　政策保証や地公体制度融資等による資金繰り支援
　国の施策に応じた資金繰り支援を行うほか、地方公共団体や支
援機関と連携を図り地域の実情に応じた制度資金等の対応を行い
ます。

　　ア　中小企業・小規模事業者にメリットがある地公体制度融資の
推進

　　イ　地方公共団体や支援機関等との連携
　　ウ　経営者保証を不要とする保証の対応

（２）中小企業・小規模事業者の経営支援・事業再生の促進に関す
る取組の推進
　信用保証協会法改正により経営支援業務が信用保証協会の業
務に明記されたことにより、中小企業・小規模事業者の経営改
善・生産性向上に向けた支援はこれまで以上に重要性が高まっ
ています。また、金融円滑化法の終了後においても、依然とし
て改善が進まず、返済条件の変更等を繰り返す企業も多く、構
造改革や業績回復にむけた取組や抜本的再生の取組が期待され
ているところです。加えて、後継者不在により廃業する企業も
増えてきており、事業承継支援に取り組む必要があります。
　こうした中で、中小企業・小規模事業者のライフステージに
応じた多種多様な経営課題に対して経営改善を進めていくため
には、中小企業・小規模事業者に寄り添い、金融機関や支援機
関と連携し、各々の機能、強みを効果的に組み合わせて経営支
援・事業再生に取り組んでいく必要があります。
　また、延滞債権管理についても金融機関との協議や企業訪問
により適切に状況把握を行い、改善計画策定や条件変更などの
支援措置を講じるとともに、やむなく代位弁済に至る場合は早
期回収につなげるため代位弁済の円滑化を図ります。

　ア　金融機関や支援機関と連携した経営支援・事業再生の推進
　中小企業・小規模事業者のライフステージに応じた多種多様な
経営課題に対して、金融機関や支援機関と連携し、各々の機能、
強みを効果的に組み合わせて経営支援・事業再生に取り組みま
す。また、後継者問題を抱える中小企業・小規模事業者に対して
事業承継に関する支援を行います。

　　ア　中小企業・小規模事業者の経営支援・事業再生の促進に向け
た金融機関や支援機関との連携強化

　　イ　中小企業・小規模事業者の課題解決に向けた経営支援・事業
再生の実施

　　ウ　事業承継に関する支援
　イ　期中管理の徹底
　延滞債権管理についても金融機関との協議や企業訪問により適
切に状況把握を行い、改善計画策定や条件変更などの支援措置を
講じるとともに、やむなく代位弁済に至る場合は早期回収につな
げるため代位弁済の円滑化を図ります。
　また、中小企業・小規模事業者における経営状況の把握等内部
管理体制の充実を図ります。

　　ア　正常化に向けた期中管理
　　イ　早期回収に向けた代位弁済の円滑化

第５次中期事業計画（平成３０年度～令和２年度）
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　　ウ　内部管理体制の充実

（３）中小企業・小規模事業者等の実情に応じた回収の取組
　近年は、代位弁済が低水準で推移していることに加えて、
有担保求償権の減少、第三者保証人のいない求償権や自己破
産等法的手続を適用した求償権の増加等により、回収を取り
巻く環境は一段と厳しさを増しています。また、求償権回収
の重要性に変わりはないものの、経済的合理性や再生支援の
観点から回収の最大化を求めて超長期に渡る回収を続ける効
果が薄れてきています。
　こうした中で、求償権回収においては早期に回収に着手し
回収可能性を探るとともにサービサーを活用するなどにより
効率的に回収に取り組む必要があります。また、中小企業・
小規模事業者等における個々の実情に応じたきめ細かな対応
が求められており、事業再生や生活再建の支援を視野に入れ
た抜本再生の取組や経営者保証ガイドラインへの対応を行い
ます。

　ア　効率的な回収の取組
　求償権の回収は代位弁済からの時間経過により回収率が大きく
低下していくという傾向を踏まえて、改めて初動を徹底し、効率
性を重視しつつ回収の最大化を図ります。また、回収見込みにつ
いては早期に見極めを行い、回収見込みがないと判断した場合は
速やかに管理事務停止を実施し、求償権整理を進めます。

　　ア　代位弁済後の初動を徹底した回収の最大化
　　イ　サービサーを活用した回収の効率化
　　ウ　管理事務停止・求償権整理による効率化
　イ　事業再生、生活再建に向けた取組
　代位弁済後も事業を継続している中小企業・小規模事業者に対
しては、事業再生に向けた支援に取り組みます。また、保証人に
対しては資産・収入を踏まえ、経営者保証ガイドライン等を活用
したきめ細やかな対応を行います。

　　ア　求償権消滅保証等を活用した再生支援
　　イ　保証人に対する経営者保証ガイドライン等を活用したきめ細

かな対応
　　ウ　市町村との求償権放棄条例制定に向けた協議

（４）地方創生等への貢献を果たすための取組の推進
　地域に根ざし公的性質を有する信用保証協会として、地方創生
に一層の貢献を果たしていくための取組を実施します。また、こ
うした取組を進めるにあたり、地方公共団体や金融機関等と連
携・協力を進めていきます。

　　ア　地方公共団体、金融機関等と連携した取組
　　イ　セミナー等による金融教育や起業マインドの醸成
　　ウ　大分県中小企業復興支援協議会による熊本地震被災企業に対

する利子等支援事業の適切な実施

（５）協会の役割を果たすための経営基盤の充実
　信用保証協会を取り巻く環境の変化に的確に対応するため、人
材の育成に取り組むとともに、経営基盤と業務環境の充実に取り
組みます。また、公的保証機関としてのコンプライアンス態勢の
強化や災害・システム障害等の緊急事態においても的確に対応で
きる危機管理態勢の強化を図ります。さらには、中小企業・小規模
事業者の利便性向上のために広報・広聴活動の充実を図ります。

　ア　人材育成の充実
　信用保証協会に期待される役割は、中小企業・小規模事業者の
資金繰り支援から地方創生への貢献まで幅広いものとなっていま
す。これらの業務に的確に対応するため、当協会の有する人的資
源を有効に活用するとともに人材の育成に取り組みます。

　　ア　外部研修等による専門的知識の習得
　　イ　OJTによる協会業務に関するノウハウの習得
　　ウ　内部研修等による知識の習得及び情報の共有
　　エ　人事交流を通じた人材の育成
　イ　経営基盤と業務環境の充実
　経営基盤の充実に向けて安全かつ効率的な資金の運用に努めま
す。また、幅広い信用保証協会の業務を限られた人員により適切
に実施するため、業務運営の効率化を図ります。さらに、職場環
境を整備し働きやすい職場づくりに努めます。

　　ア　安全性や効率性等を考慮した自己資金の運用
　　イ　業務の改善や職場内の問題解決に向けた取組
　　ウ　働きやすい職場環境の整備
　ウ　コンプライアンス及び危機管理態勢の充実
　近年は企業不祥事が相次ぎ企業自体の存在意義を問われる事態
につながっています。社会におけるコンプライアンスの要請は単
なる法令遵守に留まらず、より高いレベルを求められていること
を踏まえ、当協会でも引き続きコンプライアンス態勢の充実に取
り組む必要があります。また、今後、熊本地震等の自然災害が近
年増加していることや南海トラフ大地震も懸念されることなどか
ら、危機管理態勢の強化を図ります。

　　ア　コンプライアンス態勢の充実
　　イ　危機管理態勢の充実
　　ウ　危機発生に備えた業務態勢の充実
　エ　広報・広聴の充実
　保証付き融資を有効に、かつ、幅広く利用してもらうためには
信用保証制度の仕組みや当協会の取組、制度融資などについて分
かりやすく周知する広報が必要であることに加え、中小企業・小
規模事業者や金融機関のニーズを把握し、より利用しやすい信用
保証協会にしていくために広聴も重要となることから、広報・広
聴の充実を図ります。

　　ア　広報の充実
　　イ　広聴の充実

Ⅱ．事業計画

30年度 31年度(令和元年度） 令和２年度年　度

項　目 金　額 金　額 金　額

保　　証　　承　　諾

保 証 債 務 残 高

代　　位　　弁　　済

実　　際　　回　　収

 60,000

140,000

3,000

450

 60,000

135,000

3,000

450

 60,000

130,000

3,000

450

（単位：百万円、％）
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Ⅰ．経営方針
１．業務環境

（１）大分県の景気動向
　我が国の景気は、海外経済の回復や雇用・所得環境の
改善がみられる中で、個人消費は持ち直し、設備投資も
増加するなど緩やかに回復しています。
　大分県内の景気は、近年相次ぐ自然災害に見舞われ、
観光関連産業を中心に大きな影響を受けましたが、イン
バウンドが堅調に推移し、有効求人倍率も高水準で雇用
情勢も着実に改善するなど、緩やかな回復基調が続いて
います。
　今後は個人消費や生産活動が持ち直していくことが期
待されますが、世界経済において金融危機後の景気拡大
局面が10年経過する中、米中貿易摩擦、イギリスのEU離
脱問題などの世界経済の影響や、消費税率引き上げ、人
手不足などの国内経済の影響が懸念されています。

（２）中小企業・小規模事業者を取り巻く環境
　大分県の企業倒産は、緩やかな景気の持ち直しと金融
機関が中小企業金融円滑化法（以下、「金融円滑化法」と
いう。）の終了後も柔軟に返済条件の変更に努めているこ
となどもあり、低水準で推移しています。また、低金利
政策が続く中で金融機関の積極的な融資姿勢と相まっ
て、中小企業・小規模事業者における資金調達や金融機
関の融資姿勢に対する不安も薄まっています。
　一方、後継者不在などにより廃業する企業が増加傾向
にあり、円滑な事業承継が大きな課題となっています。
また、当協会を利用している中小企業・小規模事業者に
おいては、返済条件の変更を行っている企業数はほぼ横
ばいで推移しており、構造改革や業績回復が遅れている
企業の動向には注視が必要です。

２．業務運営方針
　大分県信用保証協会は、信用保証協会としての公共性
や社会的責任を認識し、経営努力をひたむきに続ける中
小企業・小規模事業者の経営改善・生産性向上を支援し
ます。このため、金融機関や商工会議所・商工会・中小
企業団体中央会等支援機関（以下、「支援機関」という。）
と連携を図り、現場主義・顧客主義を継続して中小企
業・小規模事業者の多様なライフステージに応じた金融
や経営の支援に取り組むとともに、地域に根差す公的保
証機関として地方創生等への貢献を果たすための取組を
推進します。加えて、これらの業務を適切に遂行するた
め協会自身の経営基盤の強化にも努めるべく次の項目に
取り組みます。

Ⅱ．重点課題
１．保証部門

（１）現状認識
　平成30年度は、全国の保証承諾前年比が101.7％（平成
31年１月末）となり、当協会も106.5％（平成31年２月末）
で底打ち感が出てきました。一方、新規資金及び設備資

金の需要はまだ活況化しておらず、大分県内では一部の
地域を除きいまだ低迷しています。そのような中、中小
企業・小規模事業者の経営改善・生産性向上を促すた
め、当該中小企業者に対する金融機関の支援方針に着眼
し、柔軟に保証付き融資とプロパー融資を組み合わせた
協調融資などリスク分担に取り組みます。平成31年度は
ラグビーワールドカップの大分開催等もあり、観光・
サービス業の資金需要の増加も見込まれます。このため、
日常的に金融機関との対話を行い、連携体制の構築を行
います。
　また、中小企業・小規模事業者の実情の把握に努め、
ライフステージに応じた様々な資金需要に対して安定的
な資金調達を支援することとし、とりわけ資本力・信用
力が乏しく資金繰りが不安定になりやすい小規模事業者
等には平成30年８月に創設した継続型短期保証Tan５・
5000の活用により、返済負担のない制度で経営実態に寄
り添った姿勢で積極的な支援に取り組みます。
　加えて、公的保証機関の役割として、国の施策に応じ
た資金繰り支援を行うほか、地方公共団体や支援機関等
と連携を図り地域の実情に応じた提携保証制度の創設や
事業承継、災害対策制度資金等の対応や地方創生への貢
献に向けた取組を行います。

（２）具体的な課題
　ア　金融機関と連携した資金繰り支援
　イ　中小企業・小規模事業者のライフステージに応じた資金
繰り支援

　ウ　政策保証や地公体制度融資等による資金繰り支援

（３）課題解決のための方策
　ア　金融機関と連携した資金繰り支援
　　　中小企業庁により公表された「信用保証制度の利用状況」
等を参考に、中小企業・小規模事業者に対する金融機関の
支援方針を考慮の上、柔軟に保証付き融資とプロパー融資
を組み合わせた協調融資などリスク分担に取り組みます。
このため、日常的に金融機関との対話を行い連携体制の構
築を行います。
ア　金融機関との対話
①中小企業庁により公表された「信用保証制度の利用状況」
等を参考に、リスク分担に関する方針等について金融機
関本部・営業店との日常的な対話に努めます。
②金融機関と地区毎の勉強会・懇談会等を開催し、金融機
関と連携した支援体制の基盤づくりに努めます。
③個別中小企業者に対する金融機関の支援方針の把握に努
め、情報の蓄積を行います。
④地域における金融機関とのリスク分担の状況について引
き続き把握を行います。
⑤ベストプラクティス事例の収集を行い、内部担当者間の
共有のみならず金融機関等とも事例を共有します。

イ　提携保証等による対応
①金融機関と連携した提携制度や金融機関の要望に対応し
た制度等を推進します。

　イ　中小企業・小規模事業者のライフステージに対応した資
金繰り支援

　　　中小企業・小規模事業者がライフステージに応じて必要

平成３１年度（令和元年度）経営計画
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とする多様な資金需要に対し、個々の中小企業者の状況を勘案
しつつきめ細かくスピーディーな対応を行います。
ア　中小企業・小規模事業者の資金繰り安定・経営改善に
向けた支援　　
①企業訪問を通じて中小企業・小規模事業者の実態把握や
アドバイスを行います。
②中小企業・小規模事業者の個々の実態や需要に応じて、
借換保証などの提案により資金繰りを支援します。
③中小企業・小規模事業者のニーズに応えるため引き続き
スピーディーな対応を行います。

イ　創業者に対する支援
①事業リスクの判定が困難なものの、今後の事業活動が見
込まれる創業者等への資金繰り支援を積極的に行いま
す。
②県が取り組むおおいたスタートアップ支援事業に協働
し、おおいたスタートアップセンターとの連携を図りま
す。
③創業者に対するフォローアップを行います。

ウ　小規模事業者等に対する支援
①小規模事業者のため様々な要因により十分な資金調達が
できないものの、今後の事業活動が見込まれる小規模事
業者への資金繰り支援を積極的に行います。
②地域の事業・雇用を担うNPO法人の利用を促進します。
③小規模事業者等を対象とした新制度の創設・既往制度の
改善を検討します。

エ　事業承継に関する支援
①事業承継を支援するため、大分県事業承継資金や特定経
営承継関連保証等により必要な資金調達を支援するとと
もに、信用保証料負担の軽減に取り組みます。

オ　危機発生時における支援
①自然災害や経済危機が発生した際には公的機関の使命と
して積極的かつスピード感を持った取組を行います。

カ　金融機関紹介の対応　
①平成30年４月から、金融機関紹介窓口を設置しており、
引き続き対応します。

　ウ　政策保証や地公体制度融資等による資金繰り支援
　　　国の施策に応じた資金繰り支援を行うほか、地方公共団
体や支援機関と連携を図り地域の実情に応じた制度資金等
の対応を行います。
ア　中小企業・小規模事業者にメリットがある地公体制度
融資の推進
①中小企業・小規模事業者の費用負担を考慮し、低金利固
定や信用保証料の助成がある地公体制度融資などを提案
します。

イ　地方公共団体や支援機関等との連携
①地方公共団体や支援機関等の訪問等を通じて、地域の景
気や中小企業・小規模事業者の動向・ニーズの把握に努
めます。
②地域の課題に対応するため、地方公共団体や金融機関等
と連携し、保証制度創設や地域ファンドへの出資等の検
討を行います。
③当協会が事務局を務める大分県中小企業復興支援協議会
の熊本地震被災企業に対する利子等支援事業を適切に実
施します。
④支援機関等と連携した提携保証制度を創設し、支援機関

等との連携を図ります。
ウ　経営者保証を不要とする保証の対応
①経営者保証ガイドラインに基づいた経営者保証を不要と
する保証の取り扱いについて周知を行います。
②金融機関の支援状況や中小企業・小規模事業者の財務内
容等を確認の上、経営者保証ガイドラインを適切に運用
し、経営者保証を不要とする保証を行います。

２．経営支援・期中管理部門

（１）現状認識
　信用保証協会法改正により経営支援業務が信用保証協
会の業務に明記されたことにより、中小企業・小規模事
業者の経営改善・生産性向上に向けた支援はこれまで以
上に重要性が高まっています。また、金融円滑化法の終
了後においても、依然として改善が進まず、返済条件の
変更等を繰り返す企業も多く、そのような企業に対して
は、出口戦略を模索している金融機関もあり、構造改革
や業績回復にむけた取組や抜本的再生の取組が期待され
ているところです。加えて、後継者不在により廃業する
企業も増えてきており、事業承継支援に取り組む必要が
あります。
　こうした中で、中小企業・小規模事業者のライフス
テージに応じた多種多様な経営課題に対して経営改善を
進めていくためには、中小企業・小規模事業者に寄り添
い、金融機関や支援機関と連携し、各々の機能、強みを
効果的に組み合わせて経営支援・事業再生に取り組んで
いく必要があります。
　また、延滞債権管理についても金融機関との協議や企
業訪問により適切に状況把握を行い、改善計画策定や条
件変更などの支援措置を講じるとともに、やむなく代位
弁済に至る場合は早期回収につなげるため代位弁済の円
滑化を図ります。

（２）具体的な課題
　ア　金融機関や支援機関と連携した経営支援・事業再生の推進
　イ　期中管理の徹底

（３）課題解決のための方策
　ア　金融機関や支援機関と連携した経営支援・事業再生の推進

　中小企業・小規模事業者のライフステージに応じた多
種多様な経営課題に対して、金融機関や支援機関と連携
し、各々の機能、強みを効果的に組み合わせて経営支
援・事業再生に取り組みます。また、後継者問題を抱え
る中小企業・小規模事業者に対して事業承継に関する支
援を行います。

ア　中小企業・小規模事業者の経営支援・事業再生を促進
するため、金融機関や支援機関との連携を深めます。
①金融機関や支援機関が主催するバンクミーティング等に
積極的に参加し、連携して経営支援・事業再生に取り組
みます。
②大分県中小企業サポート推進会議の活用や認定支援機関
との連携を図ります。
③中小企業・小規模事業者の経営支援・再生支援を円滑に
進めるため、大分県中小企業再生支援協議会等関係機関
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との連携を強化します。
イ　中小企業・小規模事業者の課題解決に向けた経営支
援・事業再生の実施
①当協会の独自事業である「専門家派遣事業」を実施し、
中小企業・小規模事業者の課題解決に取り組みます。
②国の補助金を活用した「経営安定化支援事業」を実施し、
経営診断や経営改善計画の策定を支援します。
③当協会が主催するサポートミーティングの開催を働きか
けます。
④当協会の独自事業である「大分県経営改善支援センター
の経営改善計画策定支援事業に対する補助事業」を実施
し、大分県経営改善支援センターと連携して経営改善計
画の策定を積極的に支援します。
⑤リスケ先企業の改善状況等をきめ細かくフォローし、条
件緩和債権の借換を通じて、経営の正常化に努めます。
⑥再生局面において、個々の中小企業者の状況を勘案しつ
つ、各種再生手法を活用した再生支援に取り組むととも
に経営者保証ガイドラインの適切な運用に努めます。
⑦経営支援の効果的な実施に向けた検証のためのデータ収
集に取り組みます。

ウ　事業承継に関する支援
①大分県事業引継ぎ支援センターとの連携等を通じて事業
承継を支援します。

イ　期中管理の徹底
　　延滞債権管理についても金融機関との協議や企業訪問に
より適切に状況把握を行い、改善計画策定や条件変更など
の支援措置を講じるとともに、やむなく代位弁済に至る場
合は早期回収につなげるため代位弁済の円滑化を図ります。
　　また、中小企業・小規模事業者における経営状況の把握
等内部管理体制の充実を図ります。
ア　正常化に向けた期中管理
①延滞先や事故報告先について、金融機関営業店及び本部
との共同管理により、その正常化に取り組みます。
②必要に応じ、金融機関や中小企業・小規模事業者の訪問
を通じて状況を把握するとともに、条件変更等を活用し
た資金繰りの改善支援を行います。

イ　早期回収に向けた代位弁済の円滑化
①金融機関担保について、回収部門と連携して金融機関と
の協議を行い、担保取得方針の早期確立に努めます。
②当協会の事務手続の周知を行い代位弁済の円滑化を図り
ます。

ウ　内部管理体制の充実
①大口企業及びグループ企業については、件数・金額の増
減や財務内容の傾向等を引き続き分析します。
②早期事故案件の分析・検証を充実します。

３．回収部門

（１）現状認識
　近年は、代位弁済が低水準で推移していることに加え
て、有担保求償権の減少、第三者保証人のいない求償権
や自己破産等法的手続を適用した求償権の増加等によ
り、回収を取り巻く環境は一段と厳しさを増しています。
また、求償権回収の重要性に変わりはないものの、経済
的合理性や再生支援の観点から回収の最大化を求めて超

長期に渡る回収を続ける効果が薄れてきています。
　こうした中で、求償権回収においては早期に回収に着
手し回収可能性を探るとともにサービサーを活用するな
どにより効率的に回収に取り組む必要があります。また、
中小企業・小規模事業者等における個々の実情に応じた
きめ細かな対応が求められており、事業再生や生活再建
の支援を視野に入れた抜本再生の取組や経営者保証ガイ
ドラインへの対応を行います。
　

（２）具体的な課題
　ア　効率的な回収の取組
　イ　事業再生、生活再建に向けた取組

（３）課題解決のための方策
　ア　効率的な回収の取組

　求償権の回収は代位弁済からの時間経過により回収率
が大きく低下していくという傾向を踏まえて、改めて初
動を徹底し、効率性を重視しつつ回収の最大化を図りま
す。また、回収見込みについては早期に見極めを行い、
回収見込みがないと判断した場合は速やかに管理事務停
止を実施し、求償権整理を進めます。

ア　金融機関と連携し、代位弁済後の初動を徹底し回収の
最大化を図ります。
①中小企業・小規模事業者等の経営や収入・資産状況を把
握するとともに、早期回収に向けた交渉を行います。
②有担保求償権は、金融機関との連携等を通じて早期処分
を図ります。

イ　サービサーを活用し、回収の効率化を図ります。
①新規に代位弁済した無担保求償権は、サービサーに委託
し、回収の底上げを図ります。
②サービサーの調査により回収不能と判断された求償権に
ついては、委託解除を実施し効率化を図ります。

ウ　回収見込みについては早期に見極めを行い、回収見込
みがないと判断した場合は速やかに管理事務停止を実施
し、求償権整理を進めます。

　イ　事業再生、生活再建に向けた取組
　代位弁済後も事業を継続している中小企業・小規模事
業者に対しては、事業再生に向けた支援に取り組みます。
また、保証人に対しては資産・収入を踏まえ、経営者保
証ガイドライン等を活用したきめ細やかな対応を行いま
す。

ア　代位弁済後も事業を継続し、定期返済を行っている中
小企業・小規模事業者について、求償権消滅保証等を活
用した再生支援に取り組みます。

イ　保証人の資産・収入を踏まえて、経営者保証ガイドラ
イン等を活用したきめ細やかな対応を行います。

ウ　中小企業・小規模事業者の事業再生を円滑に進めるた
め、市町村の求償権放棄条例制定に向けて市町村と協議
を行います。

４．その他間接部門

（１）現状認識
　信用保証協会を取り巻く環境の変化に的確に対応する
ため、人材の育成に取り組むとともに、経営基盤と業務
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環境の充実に取り組みます。また、公的保証機関として
のコンプライアンス態勢の強化や、災害・システム障害
等の緊急事態においても的確に対応できる危機管理態勢
の強化を図ります。さらには、中小企業・小規模事業者
の利便性向上のために広報・広聴活動の充実を図るとと
もに、地方創生・地域社会に貢献します。

（２）具体的な課題

ア　人材育成の充実
イ　経営基盤と業務環境の充実
ウ　コンプライアンス及び危機管理態勢の充実
エ　広報・広聴の充実と地方創生・地域社会への貢献

（３）課題解決のための方策

ア　人材育成の充実
　信用保証協会に期待される役割は、中小企業・小規模
事業者の資金繰り支援から地方創生への貢献まで幅広い
ものとなっています。これらの業務に的確に対応するた
め、当協会の有する人的資源を有効に活用するとともに
人材の育成に取り組みます。

ア　連合会等外部研修への参加や通信教育の受講を継続す
ることにより、専門的知識の習得を目指します。
①連合会等外部研修への参加　
②通信教育の受講
③中小企業診断士の養成
④信用調査検定等の資格取得の推進

イ　協会業務に関するノウハウを習得し、業務に的確に対
応できる人材を育成するため、職員へのOJTを継続的に
実施します。
①企業訪問時等における現場指導の実施
②指導担当者等による若手職員への指導の実施
③若手職員相互間による内部研修会の継続的な実施

ウ　職場内の研修会・報告会を開催することにより、幅広
い知識の習得及び情報の共有を図ります。
①外部講師招聘による内部研修会の実施
②職員を講師とした内部研修会（報告会）の実施

エ　人事交流を通じた人材の育成
①関係機関との人事交流を行い、幅広い見識を持った職員
を育成します。

イ　経営基盤と業務環境の充実
　経営基盤の充実に向けて安全かつ効率的な資金の運用
に努めるとともに限られた人員による、幅広い信用保証
協会の業務を適切に実施するため、業務運営の効率化を
図ります。また、職場環境を整備し働きやすい職場づく
りに努めます。

ア　経営基盤を強化するため、自己資金は安全性を確保し
た上で収益や効果等を考慮して運用します。

イ　提案制度やプロジェクトチームなどを活用し、業務改
善・問題解決を推進します。

ウ　働き方改革関連法の遵守やワークライフバランスの促
進、ダイバーシティの推進により、働きやすい職場環境
の整備に努めます。

ウ　コンプライアンス及び危機管理態勢の充実
　企業不祥事が相次ぎ企業の存在意義が問われる事態と
なっており、近年では、社会におけるコンプライアンス

の要請は、単なる法令遵守に留まらず、より高いレベル
を求められています。このことを踏まえ、当協会におい
ても引き続きコンプライアンス態勢の充実に取り組みま
す。また、熊本地震や九州北部豪雨など自然災害が毎年
発生しており、近い将来においては南海トラフ大地震も
懸念されていることから、危機管理態勢の充実に取り組
みます。

ア　コンプライアンス態勢の充実
①実効性のあるコンプライアンス態勢にするため、体制の
周知を徹底し、コンプライアンス意識の醸成を図りま
す。

イ　危機管理態勢の充実
①実効性のある危機管理態勢にするため、体制の見直しや
周知を行います。
②ＢＣＰの研修及び訓練を継続的に実施することで、危機
管理態勢の強化を目指します。

ウ　危機発生時における九州管内信用保証協会相互の支援
体制の構築
①九州の信用保証協会間における業務連携等を通じて、危
機発生時に備えた業務体制を充実させます。

　エ　広報・広聴の充実　
　保証付き融資を有効に、かつ、幅広く利用してもらう
ためには信用保証制度の仕組みや当協会の取組、制度融
資などについて分かりやすく周知する必要があります。
また、中小企業・小規模事業者や金融機関のニーズを把
握し、より利用しやすい信用保証協会にしていくために
広聴も重要となることから、広報・広聴の充実を図りま
す。さらには、地方創生、地域社会へ貢献し、地域に根
ざした信頼される信用保証協会を目指します。

ア　ホームページ、機関誌、パブリシティ活動、パンフ
レット等の広報ツールや説明会等により、中小企業・小
規模事業者や金融機関に対してタイムリーな情報発信・
周知を行います。

イ　中小企業者向けアンケートなどの活用により、中小企
業・小規模事業者からの意見を収集し業務に反映しま
す。

ウ　各種団体の要望や当協会からの提案により、役職員が
出向き、信用保証制度等に関する出前講座を実施しま
す。 

エ　専門学校、専修学校を対象とした学校向けの創業セミ
ナー等の開催により、金融教育や起業マインドの醸成を
図るとともに、ボランティア活動等を通じて地方創生、
地域社会に貢献します。

Ⅲ．保証承諾等主要計画
項　目 金　額

保　　証　　承　　諾

保 証 債 務 残 高

代　　位　　弁　　済

回　　　　　　　　収

62,000百万円

135,000百万円

3,000百万円

450百万円
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金融機関は80％の保証部分について、保証協会から代位
弁済を受けますが、残りの20％については、金融機関の
負担となります。

金融機関は保証付債権の全額を保証協会から代位弁済
を受けることになりますが、事後的に20％の負担金を
お支払いいただくこととなります。

①部分保証方式
【保証時点】

【代位弁済時】

80％
保証協会が代位弁済

20％
金融機関負担分

②負担金方式
【保証時点】

100％
保証部分

【代位弁済時】

100％
保証協会が代位弁済　 20％負担金

80％
保証部分

20％
非保証部分

責任共有制度について
制度の目的

信用保証協会の保証付き融資につきましては、従来、信用保証協会が融資取扱金融機関に対し、原則１００％保証して
いました。
平成１９年１０月から、信用保証協会と金融機関とが適切な責任分担を図り、両者が連携して、融資実行やその後の経営

支援・再生支援等を行うことを目的として「責任共有制度」が導入されました。

制度の概要

責任共有制度は、①部分保証方式（金融機関が行う融資額の一定割合を保証する方式）、②負担金方式（金融機関の
過去の制度利用実績に基づき一定の負担金を支払う方式）があり、各金融機関がいずれかの方式を選択することとなっ
ています。（概要は下表のとおり）

（注）特定社債保証、流動資産担保融資保証等の部分保証制度は、金融機関の選択する方式にかかわらず部分保証とな
ります。

責任共有制度の対象とならない保証制度

責任共有制度の対象外となる保証（１００％保証）は以下のとおりです。

１．小口零細企業保証
２．特別小口保険に係る保証（ただしNPO法人を除く）
３．経営安定関連保険（セーフティネット）１号～４号・６号に係る保証
４．災害関係保険に係る保証
５．創業関連保険（再挑戦支援保証含む）、創業等関連保険に係る保証
６．事業再生保険に係る保証
７．求償権消滅保証
８．破綻金融機関等関連特別保証（中堅企業特別保証）
９．東日本大震災復興緊急特例保険に係る保証
１０．経営力強化保証（保証割合が１００％の保証を既往借入金の範囲内で借り換えた場合に限る）
１１．事業再生計画実施関連保証（保証割合が１００％の保証を既往借入金の範囲内で借り換えた場合に限る）
１２．危機関連保証
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業 種 資 本 金 従 業 員
製造業・建設業・
運送業・その他 ３億円以下 ３００人以下

卸 売 業 １億円以下 １００人以下

小売業（飲食業含む） ５，０００万円以下 ５０人以下

サ ー ビ ス 業 ５，０００万円以下 １００人以下

医 療 法 人 － ３００人以下

＊個人が営む医業は、常時使用する従業員数は１００人
以下です。

業 種 資 本 金 従 業 員

ゴム製品製造業
（自動車または航空
機用タイヤおよび
チューブ製造業なら
びに工業用ベルト製
造業を除く）

３億円以下 ９００人以下

ソフトウエア業 ３億円以下 ３００人以下

情報処理サービス業 ３億円以下 ３００人以下

旅 館 業 ５，０００万円以下 ２００人以下

法人・個人 ２億８，０００万円

組 合 ４億８，０００万円

信用保証のご利用について

【保証をご利用いただける方】
業歴
営業年数を問わず、客観的に事業を行っていることが明
らかであれば保証対象となります。

区域
次の（１）または（２）に該当すれば保証対象となります。
（１）個人の場合：住居または事業者のいずれかが大分

県内にあるもの
（２）法人の場合：大分県内に本店または事業所を有す

るもの
（注） 制度要綱等で定めがある場合はその定めによります。

企業規模
法人の場合は、資本金（出資金）または常時使用する従
業員のいずれか一方が、個人またはNPO法人の場合は、
常時使用する従業員が、下記の条件を満たしていればご利
用いただけます。

ただし、次の政令特例業種については、下記のとおりと
なります（NPO法人を除く）。

＊生計を一つにしている家族従業員、会社の役員、全く
の臨時的な従業員は、常時使用する従業員数には含ま
れません。
＊組合は、当該組合が保証対象業種を営むもの、または
その構成員の３分の２以上が保証対象業種を営んでい

れば対象となります。

業種
中小企業信用保険法施行令で定める業種となっており、
商工業のほとんどの業種でご利用になれます。
ただし、農業、林業、漁業、金融・保険業（保険媒介代
理業、保険サービス業は除く）、パチンコ店等の遊技業、
性風俗関連特殊営業、興信所・易断所、その他信用保証協
会において保証対象として不適当と認める業種については
ご利用いただくことができません。
また、許認可や届出を必要とする業種については、当該
事業に係る許認可等を受けていることが必要となります。

その他
反社会的勢力は、信用保証協会の保証の対象となりません。

【保証の内容】
保証の最高限度額

※上記の保証限度額のうち、無担保保証の限度額は８，０００
万円です。
このほかに国が定める制度保証で、一定の要件を備
えている方は、別枠で保証のご利用ができます。

保証期間
最長２０年以内まで取扱いできます。
なお、それぞれの制度により定めがありますので、別掲
の保証制度一覧（P３２～３５）をご覧ください。

資金使途
事業に必要な「運転資金」と「設備資金」に限ります。

連帯保証人
原則として、法人代表者以外の連帯保証人は不要です。
ただし、実質経営者、許認可名義人などは連帯保証人に
なっていただく場合があります。

担保
必要に応じ、不動産、船舶、流動資産（棚卸資産・売掛
債権）、有価証券などを提供していただきます。
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割引措置

1

割引措置

2

中小企業の皆さま

保証料率の決定

・貸借対照表を作成していない方(※１)
・同一の事業を営む複数の者であって金融機関からの
借入れに係る連帯債務を負担している方

担保を提供した場合
0.10％を割引

(割引対象外となる保証制度もあります )

※１ 具体的には
　・法人成り後、決算をしていない方
　・創業後、決算していない方
　・個人事業主で貸借対照表を作成
　　していない方

※２ CRDとは
　　中小企業信用リスク情報データ
ベースの略称です。平成13年３月
に中小企業庁が中心となり、中小
企業金融の円滑化を支援すること
を目的に創設された中小企業に関
する日本最大のデータベースで
す。このデータベースに基づき、
皆さまの企業の信用リスクが計算
されます。

会計参与設置会社の場合
0.10％を割引

貸借対照表を作成している方

一定料率（区分⑤の料率を適用)経営内容をCRD（※2）データで評価。
0.45～1.90％（区分⑨～①）の料率を判別

区分 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨
責任共有保証料率 １．９０ １．７５ １．５５ １．３５ １．１５ １．００ ０．８０ ０．６０ ０．４５
（特殊保証） （１．６２） （１．４９） （１．３２） （１．１５） （０．９８） （０．８５） （０．６８） （０．５１） （０．３９）

責任共有外保証料率 ２．２０ ２．００ １．８０ １．６０ １．３５ １．１０ ０．９０ ０．７０ ０．５０
（特殊保証） （１．８７） （１．７０） （１．５３） （１．３６） （１．１５） （０．９４） （０．７７） （０．６０） （０．４３）

（単位：％）

注）特殊保証は当座貸越根保証、事業者カードローン当座貸越根保証、小口先カードローン当座貸越根保証、割引根保証です。
保証制度によっては上記の９段階の保証料率とは異なる場合がございます。

信用保証料について

信用保証料
信用保証協会の保証によって融資を受けた中小企業の皆さまには、協会保証の利用の対価として、
信用保証料をお支払いいただきます。
信用保証料は日本政策金融公庫へ支払う信用保険料、損失の補償、経費等、信用保証制度の運営上必
要な費用に充当するものです。
なお、信用保証料以外に手数料等は一切いただいておりません。

信用保証料率
平成１８年４月１日より、基本の保証料率は、中小企業の皆さまの経営状況に応じて、原則として９段
階のリスク考慮型保証料率体系を導入しています。
セーフティネット保証、流動資産担保融資保証、創業関連保証などの特別な保証制度は、リスク考慮
型保証料率体系の対象とはならず、一律の保証料率を適用します。

【基本保証料率】

信用保証料率決定の流れ
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回数別区分
返済回数

係数
均等分割返済 不均等分割返済

６回以下 ０．７０ ０．７７
７回以上１２回以下 ０．６５ ０．７２
１３回以上２４回以下 ０．６０ ０．６６

２５回以上 ０．５５ ０．６１

保証期間
分割
回数

分割支払割合
融資実行時 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 ９年目 １０年目

２年超 ４年以内 ２回 ７５％ ２５％
４年超 ６年以内 ３回 ６０％ ３０％ １０％
６年超 ８年以内 ４回 ４５％ ３５％ １５％ ５％
８年超 １０年以内 ５回 ３５％ ３０％ ２０％ １０％ ５％
１０年超 １２年以内 ６回 ３０％ ２０％ ２０％ １５％ １０％ ５％
１２年超 １４年以内 ７回 ２５％ ２０％ ２０％ １５％ １０％ ５％ ５％
１４年超 １６年以内 ８回 ２０％ ２０％ １５％ １５％ １０％ １０％ ５％ ５％
１６年超 １８年以内 ９回 ２０％ ２０％ １５％ １５％ １０％ ５％ ５％ ５％ ５％
１８年超 ２０年以内 １０回 ２０％ ２０％ １５％ １５％ １０％ ５％ ５％ ５％ ３％ ２％

信用保証料の計算
信用保証料は、借入金額、保証期間、保証料率、分割返済回数別係数に基づいて、一定の計算式
によって算出されます。

一括返済
信用保証料＝借入金額×保証期間（月）×保証料率（％）×１／１２

【計算例】
借入金額５００万円 保証期問１年（一般保証、据置きなし）保証料率１．１５％
５，０００，０００円×１２力月×年１．１５％×１／１２＝５７，５００円
お支払いいただく保証料 57,500円

分割返済
信用保証料＝借入金額×保証期間（月）×保証料率（％）×１／１２×分割返済回数別係数

【計算例】
借入金額５００万円 保証期間５年（一般保証、据置きなし）保証料率０．８％
５，０００，０００円×６０力月×年０．８％×１／１２×０．５５（分割返済回数別係数）＝１１０，０００円
お支払いいただく保証料 110,000円

【分割返済回数別係数表】

信用保証料のお支払い
信用保証料は、原則、貸付実行日（条件変更実行日）に全額一括支払いとなっておりますが、保証
期間が２年超の場合は、お申し出により下記の「分割徴収割合表」を適用し、分割にてお支払いいただ
くことも可能です。

【分割徴収割合表】
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保証の種類 概 要 保証限度額
（）は組合 資金使途 保証期間

（うち据置）融資利率
保証料率
（年）％

担保
割引

普通保証 一般的または大口の事業資金が必要
な方

２億８，０００万円
（４億８，０００万円）

運転
設備 ２０年 金融機関

所定利率 ０．４５～１．９０ ○

無担保無保証人保証
（NPO法人 責任共有対象：８０％保証
その他 責任共有対象外：１００％保証）

一般的な事業資金が必要な小規模企業者の方
（他保証との重複利用はできません） ２，０００万円 運転

設備 ７年 金融機関
所定利率

責任共有対象 ０．７３
責任共有対象外 ０．８６

小口零細企業保証
（責任共有対象外：１００％保証）

一般的な事業資金が必要な小規模企業者の方
（保証協会の保証付き融資残高との合計が
２，０００万円の範囲内となる新規保証に限る）

２，０００万円 運転
設備

１０年
（１年）

金融機関
所定利率 ０．５０～２．２０ ○

当座貸越 経営に必要な資金を反復継続して安
定的に必要とされる方

１００万円～
２億８，０００万円

運転
設備 １年又は２年 金融機関

所定利率 ０．３９～１．６２ ○

新事業応援当座貸越 新事業に取り組んでおり、経営に必要な資
金を反復継続して安定的に必要とされる方

１００万円～
２，０００万円

運転
設備 １年 金融機関

所定利率 ０．２９～１．５２

事業者カードローン根保証 小口の事業資金を反復継続的に必要
とされる方

１００万円～
２，０００万円

運転
設備 １年又は２年 金融機関

所定利率 ０．３９～１．６２ ○

小口先カードローン
（スモール３００）

小口の事業資金を反復継続的に必要とされる方
（保証協会の保証付き融資残高との合計が
１，２５０万円の範囲内となる新規保証に限る）

１００万円～
３００万円

運転
設備

１年又は
２年

金融機関
所定利率 ０．３９～１．６２

根保証 割引
手形や電子記録債権の割引取引などが多い方 ２億８，０００万円

（４億８，０００万円） 運転 １年 金融機関
所定利率

０．３９～１．６２ ○
手形貸付 ０．４５～１．９０ ○

盆・年末特別保証 盆・年末など金融繁忙期に ５００万円 運転 ６カ月 金融機関
所定利率 ０．４１～１．８６ ○

経営安定関連保証
�
�
１号～４号、６号 責任共有対象外：１００％保証
５号、７号、８号 責任共有対象： ８０％保証

�
�

取引先等の再生手続き等の申請や災害、取引
金融機関の破綻等により経営の安定に支障を
きたしている方（市町村長の認定が必要）

２億８，０００万円
（４億８，０００万円）

運転
設備

１０年
（２年）

金融機関
所定利率

１号～４号、６号 ０．８０
５号、７号、８号 ０．７５

危機関連保証
大規模な経済危機、災害等の事象による著し
い信用収縮が生じ、事業所の所在地を管轄す
る市町村長又は特別区長の認定を受けた方

２億８，０００万円
（４億８，０００万円）

運転
設備

１０年
（２年）

金融機関
所定利率 ０．８０

創業関連保証
(責任共有対象外：
100％保証）

再挑戦支援保証 過去に廃業等の経験を有する方が、
再び創業される方又は創業された方

２，０００万円 運転
設備

１０年
（１年）

金融機関
所定利率 １．００

創業関連保証
事業を営んでいない個人が事業開始するとき及び
中小企業者が新たに会社を設立し事業開始すると
き、並びに事業開始後５年を経過していない方

創業等関連保証
（責任共有対象外：１００％保証）

事業を営んでいない個人が事業開始するとき及び
中小企業者が新たに会社を設立し事業開始すると
き、並びに事業開始後５年を経過していない方

１，５００万円 運転
設備

１０年
（１年）

金融機関
所定利率 １．００

経営革新関連保証 中小企業等経営強化法に規定する承認経営革新計
画に従い経営革新のための事業を行おうとする方

２億８，０００万円
（４億８，０００万円）

運転 ５年（１年）金融機関
所定利率 ０．８５

設備 ７年（１年）

中小企業特定社債保証
（部分保証：８０％保証）

中小企業者が自社の発行する社債
（私募債）で資金調達を行いたい方

４億５，０００万円
※発行価額は
５億６，０００万円

運転
設備 ７年

支払金利
発行体所
定利率

発行価額に対し
０．４５～１．９０ ○

流動資産担保融資保証
（部分保証：８０％保証）

自ら保有する売掛債権、棚卸資産を
担保として資金調達を行いたい方

２億円
※貸付限度額は
２億５，０００万円

運転
設備 １年 金融機関

所定利率
借入金額・極度額に対し

０．６８

事業再生保証
（責任共有対象外：１００％保証）

法的な再生手続き申立て、再建に取り組んで
いる中小企業者が資金調達を行いたいときに ２億円 運転

設備 １０年 金融機関
所定利率 ２．２０

事業再生円滑化関連保証
（部分保証：８０％保証）

法的整理手続きによらず、事業再生
を図ろうとする中小企業が資金調達
を行いたいときに

２億８，０００万円
（４億８，０００万円）
※貸付限度額は
３億５，０００万円
（６億円）

運転
設備 ３年 金融機関

所定利率
借入金額に対し

１．７６
（特別小口 ０．８６）

事業再生計画実施関連保証
（経営改善サポート保証）

産業競争力強化法に規定する認定支援機
関の指導又は助言を受けて作成した事業
再生の計画等に従って事業再生を行う方

２億８，０００万円
（４億８，０００万円）

運転
設備

１５年
（１年）

金融機関
所定利率

責任共有対象 ０．８０
責任共有対象外 １．００
特 別 小 口 ０．８０

条件変更改善型借換保証 条件変更による返済条件の緩和を行ったことにより前
向きな金融支援を受けることに支障をきたしている方

２億８，０００万円
（４億８，０００万円）

運転
設備

１５年
（１年又は２年）

金融機関
所定利率 ０．４５～１．９０ ○

経営承継準備関連保証
経営を継承しようとする者を確保することが困難であるこ
と等で事業活動の継続に支障が生じている他の中小企業者
の経営を承継しようとし、経済産業大臣の認定を受けた方

２億８，０００万円 運転
設備

１０年（１年）
１５年（１年）

金融機関
所定利率

割引後０．３５～１．７５
＊令和３年３月３１日までの間
０．１％～０．１５％を割引

特定経営承継準備関連保証

経営を継承しようとする者を確保するこ
とが困難であること等で事業活動の継続
に支障が生じている他の中小企業者の経
営を承継しようとし、経済産業大臣の認
定を受け事業を営んでいない個人の方

２億８，０００万円 運転
設備

１０年（１年）
１５年（１年）

金融機関
所定利率

割引後１．００
＊令和３年３月３１日ま
での間０．１５％を割引

経営承継関連保証
経営者の退任・死亡等に起因する事
業承継を行うための資金を必要とさ
れる方

２億８，０００万円
運転 １０年 金融機関

所定利率
割引後０．３５～１．７５

＊令和３年３月３１日まで
の間０．１％～０．１５％を割引設備 １５年

特定経営承継関連保証

県の認定を受けた中小企業者の代表
者個人が、経営の承継に伴い当該中
小企業者以外の方から株式を取得す
る等事業活動継続のための資金が必
要なとき

２億８，０００万円（申込
人である代表者が事業
を行っており保証付き
融資の利用がある場合
は、それと合算）

運転 １０年
金融機関
所定利率

割引後０．３５～１．７５（特別小口０．７１）
＊令和３年３月３１日までの間０．１％～
０．１５％を割引＊申込人である代表者
が事業を行っていない場合やスコア
リングに適さない場合は１．００

設備 １５年

事業承継サポート保証
一定の要件を満たす持株会社が、事業
承継計画に基づき、事業会社の株式を
集約化するための資金が必要なとき

２億８，０００万円 運転
設備

１５年
（２年）

金融機関
所定利率

割引後１．００
＊令和３年３月３１日までの間
０．１％～０．１５％を割引

東日本大震災復興緊急保証
（責任共有対象外：１００%保証）

東日本大震災の影響により経営の安定に支障が生じ
ている方（令和２年３月３１日貸付実行分までが対象）

２億８，０００万円
（４億８，０００万円）

運転
設備

１０年
（２年）

金融機関
所定利率 ０．８０

保証制度一覧
【大分県信用保証協会の制度資金】 （平成３１年４月現在）
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【大分県信用保証協会の制度資金】
保証の種類 概 要 保証限度額

（）は組合 資金使途 保証期間
（うち据置）融資利率

保証料率
（年）％

担保
割引

中小企業承継事業再生関連保証
主務大臣の認定を受けた中小企業承
継事業再生計画に従って、それを実
施するための資金を必要とされる方

２億８，０００万円
（４億８，０００万円）

運転
設備 １０年 金融機関

所定利率
０．４５～１．９０

（特別小口 ０．８６） ○

Ｑ１２５０保証
(責任共有対象外：100％保証）

一定基準以上の要件を具備する小規模企
業者が迅速に資金調達を行いたいときに

１，２５０万円
（特認５００万円）

運転
設備 １０年 金融機関

所定利率 ０．５０～２．２０

ＱＷ保証 一定基準以上の要件を具備する中小企業
者が迅速に資金調達を行いたいときに ８，０００万円 運転 １０年 金融機関

所定利率 ０．４５～１．９０

ＳＳ保証 一定基準以上の要件を具備する中小企業
者が迅速に資金調達を行いたいときに

３，０００万円
（特認５００万円）

運転 １０年（６か月）金融機関
所定利率 ０．４５～１．９０ ○設備 １０年（１年）

経営力強化保証 金融機関及び認定経営革新等支援機
関の支援を受けつつ、経営力の強化
を図りたい方

２億８，０００万円
（４億８，０００万円）

運転
〔借換〕
設備

５年（１年）
〔１０年〕（１年）
７年（１年）

金融機関
所定利率

０．４５～１．７５ ○

100％保証の既保証を同額内で借換
（責任共有対象外：100％保証） ０．５０～２．００ ○

経営力向上関連保証 経営力向上計画を主務大臣に提出し、認定を受けた方であって、
認定経営力向上計画に従って経営力向上に係る事業を実施する方

２億８，０００万円
（４億８，０００万円）

運転 ５年（１年）金融機関
所定利率 ０．８５％設備 ７年（１年）

財務要件型無保証人保証
特定社債保証制度と同様の財務要件
を満たし、経営者保証に拠らない資
金調達を行いたいとき

２億８，０００万円
（４億８，０００万円）

運転 ７年（１年）
金融機関
所定利率 ０．４５～１．９０ 〇設備 １０年（１年）

＊運転・設備含む

自主廃業支援保証 事業譲渡や経営者交代等による事業継続が見込めず自ら廃
業を選択し、廃業計画実施のための事業資金が必要な方 ３，０００万円 運転

設備
１年

＊かつ終期は解
散予定日より前

金融機関
所定利率 ０．４５～１．９０ ○

商工貯蓄共済融資保証
商工貯蓄共済の加入者で、事業資金
が必要な方
（積立金を担保とします）

貯蓄積立額の３倍以
内、３倍以上４倍未満
の方は１，０００万円以内

運転 ７年 商工貯蓄共済融資
斡旋規程による

０．４５～１．９０
＊制度要件上、必ず担保割引を適用 ○

設備 １０年（６か月）

保証の種類 概 要 保証限度額
（）は組合 資金使途 保証期間

（うち据置） 融資利率 保証料率
（年）％

担保
割引

中小企業振興資金 経営の合理化・体質強化のために運転資金や
設備資金が必要なときに

８，０００万円
（１億円）

運転
設備 １０年（１年）

１年以内１．９
５年以内２．２
７年以内２．４
10年以内２．６

０．４５～１．１５ ○

小口零細企業資金
(責任共有対象外
：100％保証）

普通貸付 一般的な事業資金が必要な小規模企業者の方
（保証協会の保証付き融資残高との合計が
2,000万円の範囲内となる新規保証に限る）

２，０００万円 運転
設備 １０年（１年）

１年以内１．５
５年以内１．８
７年以内２．３
10年以内２．５

０．５０～０．８５ ○

個人向け
無担保無保証人貸付 ０．７０

中小企業
活性化資金

危機関連
融資

大規模な経済危機、災害等の事象等で著しい被害を受け事業所
の所在地を管轄する市町村長又は特別区長の認定を受けた方 ２億８，０００万円 運転

設備 １０年（２年） 別に定める 別に定める ○

活性化融資

・直近の決算期において、税引前損益又は経常損益で損失を
生じ、又は損失が確実と見込まれる方・最近３か月以上の売
上高が、前年同期に比し５％以上減少している方・直近の決
算期において、前年に比し経常利益が１０％以上減少し又は減
少することが確実と見込まれる方・製品等の売上原価のうち
２０％以上を占める原油等の仕入価格が、２０％以上上昇してい
るにもかかわらず、製品等価格に転嫁できていない方

８，０００万円 運転
設備 １０年（１年）

７年以内１．８
１０年以内２．０
１５年以内２．４

０．４５～０．７５ ○

中小企業経営改善資金
特定中小企業者（国、県指定の再生手続開始
申立等企業に対し売掛金等を有する中小企業
者）、破綻金融機関関連中小企業者、再建中
小企業者、再生支援中小企業者

２，５００万円

再建・再生
５，０００万円 運転

１０年（１年）

再生・再建
１０年（２年）

０．４５～０．７５
�
�
特定中小企業者�

�０．３５
○

特定取引中小企業者 再生手続開始申立等小規模企業者に対し取引条
件の改善を行う方（商工調停士の推薦書が必要） ５００万円

中小企業金融円滑化
借換資金

中小企業金融円滑化法施行中（平成２１年１２月４日～平成２５年
３月３１日）金融機関に経営改善計画を提出し、返済猶予を受
けた中小企業者で、借換を行うことで経営改善を図る方

１億６，０００万円（ただし、償還開始後３年間ま
では、毎月返済を通常返済の１／２以上とし
その残高を毎月均等返済することができる。）

運転 １５年 ０．４５～０．７５ ○

チャレンジ
中小企業応
援資金

経営革新
融資

中小企業新事業活動促進法に基づく経営革新計画（中小
企業者が新たな取組を行うことにより、付加価値が相当
程度向上するような計画）について県知事が承認した方

８，０００万円 運転
設備 １０年（１年）

０．２０
経営革新も
のづくり産
業特別融資

基盤技術を用いる自動車関連企業、半導体関連
企業で、経営革新計画の承認を受けて基盤技術
又は半導体製造工程に関する設備投資を行う方

２億円
（上記融資限度額と

別枠）
設備 １５年（１年）

先端設備等
導入資金

市町村の認定を受けた先端設備等導入計画に
基づき先端設備等を導入することで労働生産
性の向上に取り組む方

２億８，０００万円 運転
設備

１０年（１年）
１５年（１年）

新事業展開
融資

新事業展開計画を作成し、新分野への進出（事業の
多角化、新市場進出、新サービスの展開等）により
事業の拡大及び経営の安定化を図ろうとする方

８，０００万円 運転
設備 １０年（２年） ０．３５ ○

ベンチャー
サポート
融資

下記制度の審査通過や認定、採択を受け、研究開発や
事業化を行う方（対象期間は認定等の日から2年以内）
・ビジネスプラングランプリ（一次審査通過）
・大分県トライアル発注制度
・グッドデザイン商品創出支援事業
・循環型環境産業創出事業

※Ｑ１２５０保証・ＱＷ保証・ＳＳ保証は、金融機関と提携した保証制度で、「覚書」を取り交わした金融機関でお取扱いしています。
※セーフティネット１号～４号、６号の認定を受けた場合、責任共有対象外となり、保証料率が０．８０％となる制度資金もあります。
※セーフティネット5号、７号、８号の認定を受けた場合、責任共有対象となり、保証料率が０．７５％となる制度資金もあります。
※特別小口保険を付保した場合は、責任共有対象外となります（ＮＰＯ法人を除く）。

【大分県の制度資金】 （平成３１年４月現在）
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保証の種類 概 要 保証限度額
（）は組合 資金使途 保証期間

（うち据置）
融資利率
（年）％

保証料率
（年）％

担保
割引

チャレンジ
中小企業応
援資金

経営力強化
融資

認定経営革新等支援機関（国が認定した中小企業支援者・金融
機関・税理士等・中小企業の支援事業を行う者）の支援を受け
て、事業計画の策定及び計画の実行並びに進捗の報告を行う方

８，０００万円
運転
〔借換〕
設備

５年（１年）
〔１０年（１年）〕
７年（１年）

７年以内
１．８

１０年以内
２．０

１５年以内
２．４

０．１５ 〇

経営力向上
融資

国の認定を受けた経営力向上計画に基づき新
事業活動に取り組む方 ８，０００万円 運転

設備
１０年以内
（１年） ０．３５

事業承継資金
県の認定や確認を受け事業承継に取り組む方、又は事業引継
ぎ支援センター等の支援を受け策定した事業承継計画に基づ
き事業承継を行う方、又はM＆Aにより事業承継を行う方 ２億８，０００万円 運転

設備
１０年（１年）
１５年（１年）

７年以内１．６
１０年以内１．８
１５年以内２．２

割引後０．２５

＊令和３年３月３１
日までの間は0.1
％～0.15%を割引

特定経営承継関連
融資

県の認定を受けた事業承継に取り組む中小企
業の代表者

おんせん県魅力
アップサポート資金

交流人口の増加への対応や観光振興を図るため、施設整備等の顧客満足度を高
める取組を行う旅館・ホテル、飲食業、小売業等観光関連の中小企業者の方

２億８，０００万円
（２億８，０００万円）

運転
設備

１０年（１年）
１５年（２年）７年以内１．８

10年以内２．０
15年以内２．４

０．２５
○

キャッシュレス
決済導入融資

交流人口の増加への対応や観光振興を図るため、施設整備等の顧客満足度を高める取組を行う旅
館・ホテル、飲食業、小売業等観光関連の中小企業者であって、キャッシュレス決済を導入する方 １，０００万円 運転

設備 ５年（１年） ０．１５

創業支援資金
(責任共有
対象外

：100％保証）

新事業創出
融資

事業を営んでいない個人が事業開始するとき
及び中小企業者が新たに会社を設立し事業開
始するとき、並びに事業開始後１年を経過し
ていない方

１,５００万円

運転
設備 １０年（１年） 7年以内１．６

10年以内１．８

０．３５

＊令和４年３月
３１日までの間は
0.05%を割引

創業等支援
融資 ２，０００万円

再挑戦支援
融資

過去に廃業等の経験を有する方が、再び創業
される方又は創業後５年未満の方

災害復旧資金

一般融資 火災、風水害その他災害により被災し復旧を
図ろうとする方

３,５００万円
（７,０００万円）

運転
設備

１０年（２年）

２．１ ０．４５～０．８５

○特別融資
激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律第２条に規定
する激甚災害として政令で指定された災害、又は災害救助法第２条に規
定する政令で定める規模の災害により被災し復旧を図ろうとする方

１．８ ０．３５

知事指定
災害融資

知事が特に認める火災、風水害その他災害に
より被災し復旧を図ろうとする方 別に定める 別に定める

地 域 産 業
振 興 資 金

進出企業取
引促進融資

進出企業との下請取引関係の形成及び発展を
図る方

８，０００万円
（１億円） 運転

設備 １０年（１年） ２．１ ０．４５～０．８５

○

海外展開
支援融資 海外に事業展開を図る方

環境保全
対策融資

環境保全のための施設の設置及び事業場の移
転を行う方

福祉のまちづ
くり条例融資

条例に基づく認定を受け障害者や高齢者に配
慮した施設整備を行う方

地域資源活用
事業振興融資 地域資源を活用して県外に事業展開を図る方

新エネルギー
施設等導入融資

新エネルギー施設や省エネルギー設備、自家
発電設備を導入する方

BCP策定企
業特別融資

BCP（事業継続計画）を策定することで、
災害時等の事業継続に取り組む方

働き方改革等
推進特別融資

雇用及び労働環境の改善等に積極的に取り組み、又は優れ
た事業活動等を推進した方で、表彰又は認定等を受けた方

国際経済変
動対策融資 国際経済変動に伴い経営合理化等を図る方 ３,５００万円

（７,０００万円）

耐震化促進
融資

改正耐震改修促進法により、耐震診断が義務
付けられた方 ２億８，０００万円 運転

設備 ２０年（２年）
５年以内１．０
10年以内１．２
15年以内１．６
20年以内２．２

０．２５

金融機関提案型資金 金融機関が提案する融資の要件に合致する方 指定金融機関所定
（詳細は金融機関へお問い合わせください） 協会所定料率 ○

県制度のうちセーフティネットが適用された場合（金融機関提案型を除く） （１号～４号、6号は責任共有対象外：１００％保証） ０．７０
（０．３０）（うち中小企業経営改善資金の特定中小企業者に係るもの）

【大分県の制度資金】

保証の種類 概 要 保証限度額 資金使途 保証期間
（うち据置）

融資利率
（年）％ 保証料率（年）％ 担保

割引

大

分

市

開業資金
(責任共有対象外：100％保証）

開業予定の方が開業に係わる資金を必要とする時や開
業後１年未満の方が事業資金を必要とするときに １，０００万円

運転
設備

１年超
７年（１年）

１．９ １．００
（市が全額補助）

市町村が実施する認定特定創業支援事業の支援
を受け、創業を行う方（市町村の証明が必要）

１，５００万円
（上記金額合算）

１年超
１０年（１年）

小規模企業者事業資金
（小口零細企業保証）

(責任共有対象外：100％保証）
一般的な事業資金が必要な小規模企
業者の方 １，２５０万円 １年超

１０年（１年） ○

中小企業者事業資金 中小企業者が経営の合理化及び体質
強化を図るために ３，０００万円 １年超

１０年（１年） ２．１
０．４５～１．９０

（上記の内、市が７５％～８５％補助）
（セーフティネット適用分は市が全額補助）

○

環境保全資金 環境保全施設の設置・改善、公害防止施設の設置・
改善及び工場等の移転資金を必要とするときに １，０００万円 設備 １０年（１年） １．９ ０．４５～１．９０

（市が全額補助） ○

季 節 資 金 夏期特別資金（6月３日～8月2０日） ６００万円 運転 ６か月 １．８
（変動あり）

０．４５～１．９０
（協会季節資金利用の場合は０．４１～１．８６） ○年末特別資金（11月1日～12月20日）

【市町村の制度資金】 （平成３１年４月現在）



保
証
制
度
一
覧

３５

保証の種類 概 要 保証限度額 資金使途 保証期間
（うち据置）

融資利率
（年）％ 保証料率（年）％ 担保

割引

別

府

市

中小企業合理化資金 経営の維持発展のための運転資金、設
備近代化のための資金が必要なときに １，５００万円 運転 １０年（６か月）

１．８

０．４０～１．７０ ○設備 １０年（１年）
中小企業経営安定資金

(1号～4号、6号は責任共
有対象外:100％保証）

経営の維持発展のための運転資金、経
営の合理化のための設備資金を必要と
するセーフティネット適用の方に

１，０００万円
運転 １０年（６か月） １号～4号、６号 ０．８０

５号、７号、８号 ０．７５
（市が全額補助）設備 １０年（１年）

中小企業開業資金
(責任共有対象外：100％保証）

市内に居住しており市内に開業予定
又は、開業１年未満の方に １，０００万円 運転

設備 １０年（１年） １．００
（市が全額補助）

公害防止設備改善資金 公害防止のための施設の設置、移転
のための資金が必要なときに １，０００万円 設備 １０年（１年） ０．４５～１．９０

（市が全額補助） ○

小規模企業者振興資金
（小口零細企業保証）

(責任共有対象外：100％保証）
一般的な事業資金が必要な小規模企
業者の方 ６００万円

運転 ５年（６か月）
０．４５～１．９７ ○

設備 ７年（６か月）
年末年始特別資金 年末の金融繁忙期のために ５００万円 運転 ６か月 ０．４1～１．８６ ○

中
津
市

創業資金
(責任共有対象外：100％保証）

市内に開業予定又は、開業後１年未
満の方に ５００万円 運転

設備 ７年（１年） ２．０ １．００
（市が全額補助）

日

田

市

振興資金 経営の維持発展のための運転資金、設
備近代化のための資金が必要なときに １，０００万円

運転 １０年（１年）
１．８

０．４０～１．７０
（設備資金のみ市が全額補助） ○設備 １０年（１年）

開業資金
(責任共有対象外：100％保証）

市内に居住しており市内に開業予定
又は、開業１年未満の方に １，０００万円

運転
設備

７年（１年） １．８
０．８６

（市が全額補助）女性若者起業支援資金
(責任共有対象外：
100％保証）

市内に居住し市内に開業予定又は、開業
１年未満であって、女性又は４０歳未満の
方及び市内に転入して１年未満の方

５００万円 ７年（１年） １．８
(市が全額補助)

公害防止資金 公害防止のための施設の設置・移転
のための資金が必要なときに

準工業地域
2,000万円 設備

8年（１年） １．８
（市が３割
以内補助）

０．４０～１．７０
（市が３割以内補助） ○その他地域

1,000万円 ６年（１年）

季節資金 盆・年末など金融繁忙期のために ４００万円 運転 夏５か月
冬６か月

１．７
（変動あり）

０．４1～１．８６
（市が全額補助） ○

新事業展開支援資金 新たな事業展開や新分野への進出又
は業態の転換を行うときに ２，０００万円 運転

設備 １０年（１年） 5年 2.20
10年 2.45

０．４５～１．９０
（市が全額補助） ○

玖
珠
町

創業資金
（責任共有対象外：１００％保証）

町内に居住しており町内に開業予定
又は、開業後１年未満の方に ５００万円 運転

設備 ７年（１年） １．８ １．００
（市が全額補助）

佐

伯

市

中小企業振興資金 経営の維持発展のための運転資金、設
備近代化のための資金が必要なときに １，０００万円

運転
設備

１０年
１０年（６か月） ２．０

０．４０～１．７０
（セーフティネット保証適用分は市が全額補助） ○

小規模企業者振興資金
(責任共有対象外：100％保証)

小規模企業者が事業資金を必要とす
るときに

１，０００万円
（中小企業振興資金
と併用の場合は合算）

０．４５～１．９７
（セーフティネット保証
適用分は市が全額補助）

○

創業支援振興資金
(責任共有対象外：
100％保証)

市が実施する認定特定創業支援事業の
支援を受け、創業を行う方または創業
後５年未満の方（市の証明が必要）

１，０００万円
運転
設備 １０年（１年）

２．０
（市補助有り）

０．８６
（市が全額補助）女性創業者支援振興資金

(責任共有対象外：
100％保証)

市が実施する認定特定創業支援事業の支援
を受け、創業を行う女性の方または創業後
５年未満の女性の方（市の証明が必要）

５００万円 １．８
（市補助有り）

臼
杵
市

中小企業振興資金融資 経営の維持発展のための運転資金、設
備近代化のための資金が必要なときに １，０００万円

運転 １０年
２．０ ０．４０～１．７０

（申請により市が３／４補助） ○設備 １０年（６か月）

創業支援振興資金融資 創業者が事業を行うために必要な資
金 １，０００万円 運転

設備 １０年（１年） １．８ ０．８６
（申請により市が全額補助）

津久見市中小企業振興資金 経営の維持発展のための運転資金、設
備近代化のための資金が必要なときに １，０００万円

運転 ５年
２．０ ０．４５～１．９０

（申請により市が１／２補助） ○設備 ７ 年（６か月）

豊
後
高
田
市

中
小
企
業
事
業
資
金

開業資金
(責任共有対象外：100％保証)

創業者が開業のために直接必要とな
る設備資金又は運転資金 １，０００万円 運転

設備 7年（１年）

１．８

１．００
（市が全額補助）

経営合理化資金

中小企業者が行う事業に直接必要と
なる設備資金又は運転資金 １，０００万円

運転
設備

７年
０．４５～１．９０

（市が１／２補助） ○
（新事業展開計画に基づき事業を行
う場合） （１，５００万円）

７年
（1,000万円超
の場合は10年）

季節資金 中小企業者が越盆又は越年のために
必要とする運転資金 ３００万円 運転 ６か月 ０．４1～１．８６

（市が１／２補助） ○

杵築市中
小企業振
興資金

開業資金
(責任共有対象外：100％保証）

市内に居住し市内に開業予定又は、
開業後間もない方に １，０００万円 運転

設備 １０年（１年）

大分県中
小企業振
興資金に
準ずる

１．００
（市が１／２補助）

経営合理化資金 経営の維持発展のための運転資金、設
備近代化のための資金が必要なときに １，０００万円 運転

設備 １０年（１年） ０．４５～１．９０
（市が全額補助） ○

宇佐市中小企業振興資金 経営の維持発展のための運転資金、設
備近代化のための資金が必要なときに

５００万円 運転 ５年（６か月） ０．４５～１．９０
（申請により市が１／２補助） ○１，０００万円 設備 ７年（６か月）

豊後大野
市中小企
業振興資
金

創業資金
(責任共有対象外：100％保証） 創業者が必要とする運転又は設備資金 ５００万円

運転
設備 １０年（１年）

１．００
（市が全額補助）

経営合理化資金 中小企業者が必要とする設備資金 設備 ０．４５～１．９０
（市が全額補助） ○

【市町村の制度資金】

※セーフティネット１号～４号、６号の認定を受けた場合、責任共有制度対象外となり、保証料率が０．８０％となる制度資金もあります。
※セーフティネット５号、７号、８号の認定を受けた場合、責任共有制度対象となり、保証料率が０．７５％となる制度資金もあります。
※大分市、中津市、日田市、佐伯市、臼杵市、津久見市、豊後高田市、杵築市、宇佐市、豊後大野市の制度資金については、東日本大震災復興緊急保証
が適用された場合、責任共有対象外となり保証料率が０．８０％となるものもあります。
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常勤理事常務理事会　長

常勤監事

役 職 名 氏 名 備 考

会 長 日 髙 雅 近 常 勤

副 会 長 吉 村 恭 彰 非常勤 大分県商工会議所連合会 会長

副 会 長 高 濱 航 非常勤 大分県商工労働部長

常務理事 後 藤 達 也 常 勤

理 事 青 木 正 年 常 勤

理 事 後 藤 富一郎 非常勤 大分県銀行協会 会長（大分銀行 頭取）

理 事 権 藤 淳 非常勤 豊和銀行 頭取

理 事 髙 山 泰四郎 非常勤 大分県中小企業団体中央会 会長

理 事 原 田 啓 介 非常勤 日田市長

理 事 的 場 紀 彦 非常勤 商工組合中央金庫 大分支店長

理 事 森 竹 治 一 非常勤 大分県商工会連合会会長

理 事 𠮷 野 一 彦 非常勤 大分県信用組合協会 会長（大分県信用組合 理事長）

理 事 和 田 政 則 非常勤 大分県信用金庫協会 会長（大分信用金庫 理事長）

監 事 生 野 修 二 常 勤

監 事 村 松 政 幸 非常勤 公認会計士

役員・組織機構図

役 員（役職順、理事・監事は五十音順、敬称略）
（令和元年８月現在）

組織機構図



至別府

至別府

大分駅

●市役所 至鶴崎

●県庁

●金池小学校

駐車場

駐車場

大分県信用保証協会
R10

R197

大分県信用保証協会・別館

総務部
（大分県中小企業会館３階）

保証部
（大分県信用保証協会別館３階）

管理部
（大分県中小企業会館２階）

監査室
（大分県中小企業会館３階）

ＴＥＬ ０９７－５３２－８３３６

ＦＡＸ ０９７－５３８－０８６２

ＴＥＬ ０９７－５３２－８３４８

ＦＡＸ ０９７－５３８－０８７２

ＴＥＬ ０９７－５３２－８２４６

ＦＡＸ ０９７－５３８－０８７１

ＴＥＬ ０９７－５３２－８２４７

ＦＡＸ ０９７－５３８－０８６５

ＴＥＬ ０９７－５３２－８２９６

ＦＡＸ ０９７－５３８－０８７１

ＴＥＬ ０９７－５３２－８２６５

ＦＡＸ ０９７－５３８－０８７１

ＴＥＬ ０９７－５３２－８２９７

ＦＡＸ ０９７－５３８－０８９６

ＴＥＬ ０９７－５３２－８３４８

ＦＡＸ ０９７－５３８－０８72

総務課

 

企画情報課

保証一課

保証二課

経営支援課

事務管理課

債権管理課

総務、庶務、経理、労務、人事、研修、
保証料受入

企画、広報、広聴、情報処理、システム管理

経営支援、再生支援、条件変更、専門家派遣

保証事務

期中管理、代位弁済、保険金請求、回収、
訴訟関係

内部監査、コンプライアンス、危機管理

保証審査
金融相談
創業支援

大分市、由布市、
豊後大野市、
竹田市、臼杵市

上記以外
の地区

部署名 TEL＆FAX番号 業務内容

信頼、提案、飛躍、夢またひとつ新時代へ 〒870-0026　大分市金池町３丁目１番64号　
大分県中小企業会館内

ホームページ  http://www.oita-cgc.or.jp

お問い合わせ
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ごあいさつ

大分県信用保証協会の概要

信用保証のしくみ

コンプライアンスについて

個人情報保護について

当協会の主な取り組み　

広報活動

平成30年度経営計画の評価

外部評価委員会意見書（平成30年度経営計画）

平成30年度財務報告

信用保証の動向

第5次中期事業計画（平成30年度～令和２年度）

平成31年度（令和元年度）経営計画

責任共有制度について

信用保証のご利用について

信用保証料について

保証制度一覧

役員・組織機構図

お問い合わせ

大分県信用保証協会の現況

おかげさまで創立 70周年を迎えました
　当協会は、平成31年４月26日創立70周年を迎えました。
　これもひとえに、県内の中小企業・小規模事業者の皆さまをはじめ、金融機関、商工
団体、行政機関等関係機関各位の深いご理解とご支援の賜物と感謝申し上げます。
　これからも、地域に根差す公的保証機関として、経営努力を続ける中小企業・小規模
事業者の皆さまに寄り添いながら積極的に支援を行い、地域経済の発展に寄与し地方創
生に貢献できる存在となるよう、役職員一丸となって尽力してまいります。
　今後とも格別のご支援とご協力を賜りますよう、心よりお願い申し上げます。



大分県信用保証協会ディスクロージャー誌

令和元年度版

大分県信用保証協会の現況


